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序     文 

 
 

 日本国政府はパラオ国政府の要請に基づき、海洋保護区のモニタリングに関して、パラオ国際

サンゴ礁センターの技術的能力を強化し、ミクロネシアチャレンジ参加国・地域においてそれら

が活用されることを目指して、2009 年 7 月から 3 年間の計画で「サンゴ礁モニタリング能力向上

プロジェクト」を実施しています。 

 国際協力機構は、このたび評価 5 項目における評価の実施と提言・教訓を導き出すための終了

時評価調査団を 2012 年 1 月 23 日から 2 月 2 日の日程で派遣しました。調査団は、パラオ側メン

バーと合同評価チームを構成して現地調査を行い、その結果を合同評価レポートとして取りまと

め、署名交換を行いました。 

 本報告書は、終了時評価調査時の調査および協議に基づく結果を取りまとめ、今後の協力への

活用を通じ、更なる発展に繋がることを目的としております。 

 終わりに、これら一連の調査及び協議にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に対し、心より

感謝申し上げます。 

 

 

平成 24 年 3 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
 

地球環境部長 江島 真也 
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評価調査結果要約表 

1. 案件の概要 

国名： パラオ共和国 案件名： サンゴ礁モニタリング能力向上プロジェクト 

分野： 環境問題 援助形態： 技術協力プロジェクト 

所轄部署： 地球環境部 森林・自然
環境保全第１課 

協力金額（評価時点実施計画額）： 約 1.75 億円 

R/D 署名： 2009 年 5 月 29 日 

協力期間： 2009 年 7 月 26 日～ 

2012 年 7 月 25 日 

先方関係機関： パラオ国際サンゴ礁センター 

日本側協力機関：環境省 

他の関連協力： 青年海外協力隊 

1-1 協力の背景と概要 

パラオ国際サンゴ礁センター（PICRC）は、1994 年に日米コモン・アジェンダの新たな協力分野に

「サンゴ礁」が追記されたことを背景に、サンゴ礁および関連する海洋生物の研究活動やその保全に

ついての普及・啓発活動をおこなう拠点として、我が国の無償資金協力（1998 年～1999 年,8.3 億円）

により施設整備が行われ、2001 年 1 月に開館した。国際協力機構（JICA）は、PICRC の研究機能、啓

発・教育機能を図ることを目的として、2002 年から 2006 年までの４年間、技術協力プロジェクト「国

際サンゴ礁センター強化プロジェクト」を実施し、機材の供与と職員を対象とした能力向上を中心に

おこなった。その終了時評価において、研究成果の政策への反映とサンゴ礁モニタリング能力を地域

のハブ機能としてさらに向上させることが提言された。 

一方、パラオでは、これまで、州の条例などで規定されていた海洋保護区を含めた保護区管理にお

いて州と中央政府が協力するための枠組みとして保護区ネットワーク（PAN）法が制定されており、海

洋保護区(以下、MPA)について、政府による保護区のネットワーク化を推進する姿勢を見せている。加

えて、パラオを含むミクロネシアの 5 つの地域・国では 2006 年にミクロネシアチャレンジ1（以下、

MC）を宣言しており、沿岸域の 30％を保護区に設定するという数値目標を掲げている。一方で、各州

が保護区管理を実施していく上で必要となるモニタリング手順書の整備といった、国内の基本的な体

制については、未整備な部分があるのも現状である。 

かかる状況を踏まえ、2007 年にパラオ政府は MPA モニタリングに係る技術協力を我が国に要請し、

2008 年 11～12 月の詳細計画策定調査を踏まえ、サンゴ礁モニタリング能力向上プロジェクト（以下、

本プロジェクト）の実施に関する協議議事録が 2009 年 5 月に署名され、2009 年 7 月に開始された。

本プロジェクトは 2012 年 7 月に終了予定であるため、今般終了時評価を行うこととなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                        
1
北マリアナ諸島米国自治連邦区、ミクロネシア連邦(FSM)、マーシャル諸島共和国(RMI)、パラオ国、米国グアム準州が宣言し

た包括的な共通目標（「陸域の 20％、近海域の 30％を効果的に保全する」） 
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1-2 協力内容 

 本プロジェクトは、パラオにおける MPA の設置・管理が適切に行われる事を支援するために、PICRC

における MPA のモニタリング能力の向上を図るとともに、MPA モニタリングに関して、周辺国・地域

との連携を図るものである。 

(1) 上位目標 

PICRC の技術的能力が MC 参加国・地域において活用される。 

(2) プロジェクト目標 

海洋保護区管理に必要なモニタリングに関して、PICRC の技術的能力が強化される。 

(3) 成果 

(i)   海洋保護区のモニタリングを支援する体制が整備される。 

(ii) 海洋保護区のモニタリングに関連する国際的イニシアティブや MC 参加国・地域、関連機関・

研究機関等との連携が強化される。 

(4) 投入（2011 年 1 月現在） 

日本側：総投入額 1.75 億円（期間全体を通じた計画額） 

長期専門家：３名    機材供与：124､950.54USD(0.1 億円相当) 

短期専門家：２名    プロジェクト活動費：430,773.99USD(0.3 億円相当)  

研修員受入：４名 

相手国側 

カウンターパートの配置 延べ 25 名（現在は 16 名） 

土地・施設提供：プロジェクトの実施に必要な土地、建屋、設備、部屋 

プロジェクト活動費：43,685 USD（給与、車両燃料費、消耗品費（プロジェクト関連相当割合））

2. 評価調査団の概要 

調査者 

団長／総括 鈴木 和信 JICA 地球環境部 森林・自然環境保全第一課 企画役 

サンゴ礁保全 木村 匡 
JICA 地球環境部 課題別支援委員会海洋保護区分科会 委員 

（財）自然環境研究センター 上席研究員 

自然保護政策 尼子 直輝 
環境省 自然環境計画局自然環境計画課 サンゴ礁保全専門

官 

協力計画 宮崎 裕之 JICA 地球環境部 森林・自然環境保全第一課 

評価分析 町田 賢一 株式会社かいはつマネジメント・コンサルティング 

調査期間 2012 年 1 月 23 日～2012 年 2 月 2日 調査区分 終了時評価 

3. 評価結果の概要 

3-1 成果達成状況 

3-1-1 プロジェクト目標：海洋保護区管理に必要なモニタリングに関して、PICRC の技術的能力が強

化される。 

指標：パラオ国内の海洋保護区２箇所で、PICRC の手順書に基づくモニタリング

が実施される。 

海洋保護区のモニタリングにおける制度的な役割がパラオ政府の公文書

に明記される。 
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プロジェクト目標は達成される見込みである。 

本プロジェクトによって選定された 4 カ所の MPA において、PICRC が作成したモニタリング手順書

案に基づきモニタリングが実施されている。また、モニタリングにおける PICRC の役割は同手順書案

に明確に示されており、現在協議中であるものの、手順書案が天然資源・環境及び観光省（以下「環

境省」）に承認されることで PICRC の役割が公的に位置づけられる事となる。 

 

3-1-2 成果 1：海洋保護区のモニタリングを支援する体制が整備される。 

指標：海洋保護区の管理・保全状況に関する情報が更新される。 

モニタリング手順書がパラオ国自然資源・環境及び観光省の定めるモニタリングプロ

トコールとして認定される。 

成果１は達成される見込みである。 

本プロジェクトにより 4 カ所選定された MPA とその比較対象地域におけるモニタリングデータは

PICRC に蓄積されており、データベースとして逐次更新されている。また、モニタリング手順書案は

既に作成され、正式な承認を得るため環境大臣に提出されることになっている。 

 

3-1-3 成果 2：海洋保護区のモニタリングに関連する国際的イニシアティブや MC 参加国・地域、関

連機関・研究機関等との連携が強化される。 

指標：国際的枠組み及び関連機関・研究機関の会議・ワークショップ等で、PICRC が５件以

上発表を行う。 

海洋保護区に関する情報が広報媒体によって 20 回以上発信される。 

海洋保護区に関するモニタリングに関するセミナー・ワークショップが PICRC 主催で

３回以上実施される。 

成果２は達成された。 

関係する 10 の国際会議・ワークショップに PICRC からの参加者が出席し、本プロジェクトに関する

発表を行った。また、本プロジェクトに関する記事が、パラオで発行されている新聞に 21 回掲載され

ている。また、PICRC・JICA 共催で 2012 年 2 月に、MPA モニタリングに焦点を当てて MC のワークショ

ップを 2010 年 2 月に実施しており、本プロジェクトでは、ミクロネシア連邦（FSM）およびマーシャ

ル諸島共和国（RMI）において、MPA モニタリングとデータベースに関するワークショップを計 4回実

施した。 

加えて、PICRC と関係機関との協力の例として、南太平洋委員会（South Pacific Committee）によ

る PICRC の MPA データベースの構築・改善の支援が挙げられる。両機関の協働は、本プロジェクトが

参加者を派遣した「海洋管理区に関する太平洋地域会議（Pacific Regional Conference on Marine 

managed Area（2009 年 11 月））」が契機となっている。 

 

3-2 評価結果 

3-2-1 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は極めて高い。 

前述のパラオ政府の PAN 法(RPPL6-39)、PICRC 設置法(RPPL5-17)などで海洋環境の保全がパラオの

国家的優先課題の一つであることが位置付けられているほか、第５回太平洋・島サミットの共同宣言
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においても気候変動を含む環境問題に関する協力の必要性について日本を含む関係国首脳の間で共有

されているなど、プロジェクト目標および上位目標は関連する日本およびパラオの政策、法律、計画

に沿っている。また、MPA が各州政府の所管事項である中、各地の MPA 管理に共通して必要となる技

術的事項に関し、準政府機関である PICRC において能力向上を図った事は適当であると考えらえる。

モニタリングの対象地である 4 つの MPA は、保護区の特徴、州政府の能力など妥当な基準によって

選定された。選定された MPA 周辺の住民の生計は、海洋資源と密接に関係しており、MPA 管理は海洋

資源の持続的利用に資する事を勘案すると、彼らのニーズはプロジェクトと整合している。加えて、

3-3-1(2)に記載のとおり、我が国の ODA における、自助努力支援、リーダーシップやオーナーシップ

の醸成といった特徴がプロジェクトにおいて有効であったことが示された。 

 

3-2-2 有効性 

本プロジェクトの有効性は高い。3-1-1 で述べたとおり、プロジェクト目標は達成される見込みで

あり、2つの成果もその達成に貢献している。 

成果 1 にむけた活動を通じて、パラオ側カウンターパートは 4 つの MPA でモニタリング活動の立ち

上げと実施を行い、モニタリング手順書案を作成した。これらの活動により MPA モニタリングにかか

る PICRC の技術的能力が向上した。 

成果 2 に関する活動として、本プロジェクトでは、パラオ側カンターパートによる国際会議やワー

クショップにおける本プロジェクトに関する発表の実施や、MPA モニタリングに関する他の参加者と

の協議を実施している。加えて、前述の成果２に関する指標は必ずしも達成状況の指標としては十分

でない部分もあり、関係機関との連携の状況についても着目しているが、成果２に関する活動を通じ

て、複数の国において MPA モニタリングに関する知見の習得と、パラオ国内外の関係機関との関係の

構築につながったことが確認できた。 

しかし、開始時にカウンターパート機関内に空席のポストがあったこと、前研究部長がプロジェク

ト開始後 1 ヶ月で退職したこと、2 年間カウンターパートして経験を蓄積した研究員 2 名が退職した

こと、後任の現部長が 7 ヶ月に渡る所長の空席期間にその業務を兼務したこと、はプロジェクト目標

達成の遅延をもたらしている。このように、プロジェクト目標達成のための外部条件「モニタリング

を担当する PICRC の職員が大きく減らない」が満たされなかった点で有効性を減じた。 

 

3-2-3 効率性 

本プロジェクトの効率性は中程度である。 

ほとんどの投入は活動実施のために計画通り実施され、活動は概ねスケジュールどおり実施され、

3-1-2 および 3-1-3 で述べたとおり 2 つの成果は予定どおり産出されつつある。主な成果の一つであ

るモニタリング手順書は、パラオ、FSM、RMI において試行され、5つの MC 参加国・地域において実施・

適用可能な内容となっている。費用対効果を高めた点として、日本人短期専門家派遣および本邦研修

を、現地および第三国の専門家の投入によって置き換えたこと、また、例えばモニタリング実施時な

どに、ネイチャーコンサーバンシー（TNC）やパラオ保全協会（PCS）といった外部機関の物的・人的

なリソースを効率的に活用できたことが挙げられる。 

 しかし、カウンターパートの研究員が総じて多忙であり、本プロジェクトに十分な時間を割くこと

ができない部分があったこと、プロジェクト前提条件「PICRC の管理体制が安定的に維持される」と
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プロジェクト目標達成のための外部条件（3-2-2 に記載）が満たされなかった点は、プロジェクトの

円滑な実施を阻害し、効率性を減じた。特に前提条件に関連して、パラオ政府から PICRC に対する補

助金が減額されており、全職員の給与が 2011 年の 7 ヶ月間 15％削減された。これが職員のモチベー

ションと生産性の低下につながったことは否定できない。パラオ側の中核カウンターパートの退職や、

その後の速やかな後任の採用がなされなかった点、本邦研修において本邦側の受入準備が滞った点な

どもプロジェクトの進捗に影響を与えた。 

 

3-2-4 インパクト 

本プロジェクトのインパクトは高い。 

(1) 上位目標の達成見込み 

 上位目標は、FSM と RMI を主たる対象として将来的に達成される見込みがある。指標にある手順書

の活用であるが、プロジェクトによって開発されたモニタリング手順書案は、MC のワークショップを

通じて共有されており、特に MC 参加国・地域における独立国である FSM と RMI で活用されていくこと

が期待される。また本プロジェクトの活動を通じて MPA モニタリングデータベースが既に PICRC に構

築されており、今後、MC における連携が深まっていく中で、MC 参加国・地域のデータ蓄積へと拡充さ

れていくことも十分考えられ、PICRC による MC 参加国・地域に対する技術的な支援の提供につながる

ことが考えられる。 

MC を対象とするこれらの活動の財源としてはミクロネシア保全信託基金（MCTF）が想定されるが、

同基金は各参加国・地域が所定の拠出金を提供することによってそれぞれ活用可能となる。基金の造

成は始まっており、近い将来基金の活用が開始されることが見込まれる。 

 

(2) 他のインパクト 

負のインパクトは確認されず、以下の正のインパクトが確認・予見された。第 1 に本プロジェクト

のニューズレターが、PICRC のニューズレターへ発展したこと、第 2 に本プロジェクトで開発したモ

ニタリング手順書案の環境省承認後には、PAN 技術委員会（保護区管理計画の技術的なレビューを実

施する組織）のガイドライン（今後、作成予定）へ手順書の内容が PICRC の役割の明示も含めて反映

される可能性があること、第 3 に本プロジェクトで実施したモニタリングの非対象州でも、PICRC の

実施している MPA モニタリングに対する関心が高まっており、照会や協調の動きがみられはじめてい

ること、第 4に本プロジェクトはパラオのコンサベーションコンソーシアム2に対しモニタリング手順

書案を含む様々な議題を提示することで同コンソーシアムを強化し、参加者同士の関係構築を促進し

たこと、第 5に本プロジェクトによって開催された MC ワークショップは MC の進捗を促進し、MC にお

ける MPA モニタリングに対する意識を高めたことが、確認・予見された。 

 

3-2-5 持続性 

本プロジェクトの自立発展性は中程度である。 

(1) 政策、制度、法的側面 

 3-2-1 に記載のとおり、海洋資源の保全が今後ともパラオの優先政策であり続けることは確実であ

る。また、モニタリング手順書が環境省に承認されれば、PICRC が MPA モニタリングを継続して支援

                                                        
2
非公式な会合でありながら、パラオで唯一環境保全に関する機関が一堂に会する場でもある。 
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するための制度的な根拠も確保される。今後は、その周知や普及などが一つの課題と考えられる。な

お、PICRC 設置法において PICRC の自立が明記されている事は、財政上の持続性からみると法的な懸

念材料の一つである。  

 

(2) 組織的側面 

 本プロジェクトの実施により、職員相互の情報共有といった基礎的なスキルが高まり PICRC の組織

強化につながったといえる。しかし、職員の退職と適当な後任職員の採用サイクルに滞りがみられる

点は、PICRC の自立発展性における構造的な課題である。 

加えて、現行の PICRC5 カ年戦略には、サンゴ礁モニタリングや MPA モニタリングが明確に示されて

いない。これは、各州の実施する MPA モニタリングに対して、PICRC が支援を引き続き実施する上で

の懸念といえる。 

 

(3) 財務的側面 

 現在、PICRC の収入は政府の補助金、研究プロジェクトへの助成金、寄付、水族館および売店から

の収入から成り、総額は概ね安定している。ただし、今後、想定される MPA モニタリング支援にかか

る費用は、国内であれば PAN 基金、MC 参加国・地域であれば MCTF からの調達が別途必要と考えられ

る。手順書の承認プロセスまだが終了していない事や MCTF が造成途上であることから今後の見通しに

ついて判断する事は難しいが、引き続き、パラオ政府や MCTF などとの調整していくことが重要である。

また、水族館や売店運営についても収入増に向けた改善が図られることが望まれる。 

 

(4) 技術的側面 

 PICRC のカウンターパートは、本プロジェクト活動を継続するために十分な知識と技術を身につけ

ている。しかし退職率が高い点は、技術や知見が組織に蓄積されるような体制・制度が十分構築され

ていない現状では、自立発展性を阻害するリスクといえる。なお、モニタリング手順書案は、3-2-3

効率性で述べたとおり、サイトでの試行を通じて作成されたもので技術的に見て極めて適切に作成さ

れている。一方、プロジェクトでモニタリングを実施した 4 カ所の MPA が位置する州政府および FSM

と RMI における州政府の多くは、基本的に MPA モニタリングを行う上で支援が必要であったことから

も PICRC の技術支援の需要は高い。なお、国内の陸域の保護区についても並行して制度整備が進めら

れており将来的にはそれらとの連携・統合も期待できる。 

 

3-3 効果発現に貢献した要因 

3-3-1 計画内容に関すること 

 特になし。 

3-3-2 実施プロセスに関すること 

(1) コミュニケーション 

 本プロジェクトは、プロジェクトを円滑に実施するため、日・パラオ双方のプロジェクト関係者お

よび PICRC の職員間のコミュニケーションを向上させている。具体的には、プロジェクトの進捗管理、

情報共有、課題の協議、合意の形成を目的として隔週のプロジェクト会議、毎週の部長会議、毎月の

全職員会議を導入した。パラオ側カウンターパートの 1 人は、本邦研修におけるマネジメントとコミ
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ュニケーションに関する研修内容に刺激を受け、帰国後すぐに所属する研究部内でのミーティングを

開始するなど、自立発展性などに寄与している。 

 

(2) オーナーシップ 

 パラオ人カウンターパートのオーナーシップを醸成し自立発展性を高めるため、日本人専門家は、

パラオ人カウンターパートによる自発的なプロジェクトの実施を促進することに特に留意した。例え

ば、ワークショップや会議において、日本人専門家はしばしば裏方に徹し、パラオ側カウンターパー

トに発表させるようにした。こうした働きかけによりパラオ側カウンターパートのオーナーシップは

高められ、プロジェクトの有効性や自立発展性を高めることにつながったが、同時にプロジェクトに

おける日本側の貢献が見えづらくなる側面があったことも否定できない。 

 

(3) 他機関との協力   

 本プロジェクトは多くの関係機関と積極的に協働した。環境省のキャパシティは限られており、TNC

や PCS などの関係 NGO は、パラオや MC 参加国・地域の海洋環境保全において不可欠の役割を果たして

いる。こうした機関との協働は、本プロジェクトの実施において必要かつ極めて重要であった。協働

はプロジェクトの活動を充実させ、効率性を高めており、加えて自立発展性の向上にも貢献すると思

われる。 

 

3-4 問題点および問題を惹起した要因 

3-4-1 計画内容に関すること 

特になし。 

3-4-2 実施プロセスに関すること 

 3-2-3 効率性で述べたとおり、核となるカウンターパートの退職、PICRC 職員の給与削減が本プロジ

ェクトの実施に影響を与え、特に効率性が阻害される要因となった。これらは、前提条件とプロジェ

クト目標を達成するための外部条件が満たされなかったことを意味している。 

 

3-5 結論 

 本プロジェクトは、政策、ニーズ、課題に対する解決手段としての面から適切であり、妥当性は極

めて高い。プロジェクト目標は 2 つの成果の産出をとおして達成の見込みであるため、有効性は高い。

投入は概ね妥当であり、活動についてはコミュニケーション促進、オーナーシップの醸成、他機関と

の協働に注視して進めており所期の成果が産出されつつあるが、前提条件とプロジェクト目標達成の

ための外部条件が満たされなかった点は、プロジェクトの実施に影響を与えており、効率性は中程度

と判断される。上位目標を含め、多様な正のインパクトが確認・予見されているためインパクトも高

い。PAN 基金および MCTF の活用見込みに基づき、上位目標の達成と自立発展性の財務的側面は確保さ

れていると判断されるが、PICRC 職員の高退職率は、技術的側面における懸念である。従って、自立

発展性は中程度と判断される。 

 これらから、プロジェクト実施期間については計画通りとすることが妥当である。 

 

3-6 提言 

3-6-1 プロジェクト終了までの提言（主としてプロジェクトまたは PICRC に対する提言） 
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(1)本プロジェクトの成果・結果ならびに保護区ネットワークの枠組みによる MPA 管理の方向性を国民

に対して広く知らしめ、もって環境省などの政府機関が PAN の枠組みにおける PICRC の役割を認識・

承認することを促進する。 

(2)本プロジェクトにおける非対象州の住民および州政府が、モニタリング手順書についての理解を深

めるため、全国または地方におけるワークショップを開催し、もって手順書の将来的な活用を促進す

る。 

(3)プロジェクトまたは PICRC は、MC に対し、PICRC による FSM や RMI に対するモニタリング実施支援

の適切な仕組みの検討を提案する。 

(4)プロジェクト成果品の概要を英語で取りまとめ、広報のみならず海外の科学者と実務者にとっての

事例研究として積極的に活用されるようにする。 

(5)上位目標達成に向けた協働計画を、政府機関、ドナー機関、NGOs などの関係機関と共に作成する。

 

3-6-2 プロジェクト終了後における提言（主として PICRC に対する提言） 

(1)PAN 法の枠組みに沿った政府の施策のもと、手順書に沿ったモニタリングを継続するために、PICRC

は MPA モニタリングを次期 5カ年戦略における正式な活動の一つとして位置づける。 

(2)PICRC は科学的助言が実施可能な組織として、MPA 管理能力の向上のためにコンサベーションコン

ソーシアムにおいて主導的立場を担い、今後、コンソーシアムにおいて国全体の環境保護施策が提言

されていくこと。 

(3)PICRC は本プロジェクトで対象外となった州および MC 参加国・地域におけるモニタリング手順書

の適用・運用方法に関し、検討を更に進める。 

(4)PICRC は上位目標の達成に向けて、中央政府、州政府、および TNC や PCS などの NGOs との関係を

維持・強化する。 

(5) PICRC は本プロジェクトの成果・結果を PAN 基金を含む政府ならびに準政府機関と共有し、長期

的には、陸域や社会経済など他のデータと組み合わせた統合的な自然環境モニタリングに活用できる

ようにする。 

(6)PICRC はプロジェクトが支援したニューズレター、リーフレット、出版物の作成やマスメディア、

セミナーを通じた積極的な広報活動を継続する。 

(7)PICRC は明確なマネジメント戦略を作成し、財務面、制度面、人的資源面、特に財務的自立性の確

保を目的とした水族館の運営について検討するとともに、議会に対し PICRC 設置法（RPPL 5-17）の改

正を提案する。 

(8)PICRC は PAN 基金、議会、環境省および州政府が PICRC の機能と役割を認識し、活動を支援するよ

うに働きかける。 

(9)PICRC は、本プロジェクトの成果・結果を効果的に活用し、また関係機関との関係を維持するため、

政府、州政府、JICA パラオ事務所、ドナー機関や NGOs などと定期的に会合を持つ。加えて、MC に貢

献するために、MC 参加国・地域とのパートナーシップが強化できるような場や機会の設定をおこなう。

 

3-7 教訓 

(1)PICRC 本体の運営は本プロジェクトには含まれていないものの、プロジェクトの技術的な成果は、

健全な組織運営に大きく影響される。財務面と組織面における長期な制度面からの自立発展性の観点

からは、特に財務戦略と会計担当職員の状況について、プロジェクトの計画段階において関与の可否

も含めた検討が必要であった。 
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(2)上位目標の達成と自立発展性においては、多くの予測不可能かつ制御できない要因がある。例えば、

MCTF は PICRC が MC 参加国・地域に対して技術的支援を提供するために必要な制度であるが、MC 参加

国・地域の個々の財務能力の制約により基金造成は完了しておらず、未だ活用に至っていない。本プ

ロジェクトでは中間レビューを実施していないが、適切な上位目標の設定や各種指標・活動の見直し

の機会を設けるために、協力期間中にプロジェクト計画を協議、改訂する場が必要であった。 

 

3-８ フォローアップ状況 

パラオ国全体の MPA モニタリングの体制を効率的に確立させるために、本プロジェクトにより高め

られた PICRC の技術的能力を活用し、本プロジェクトの対象州以外の州政府担当官等を対象にしたワ

ークショップの開催をＪＩＣＡのフォローアップ協力として検討している。 
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Summary of Evaluation Study 

1. Outline of the Project 

Name of Country:Republic of Palau 

Name of Project: Capacity Enhancement Project for Coral Reef Monitoring 

Sector: Environment Scheme: Technical Cooperation 

Department in Charge at JICA: Forestry and Nature Conservation Division 1, Global Environment 

Department 

Duration of Project: From July 2009 to July 2012 

Implementing Organization: Palau International Coral Reef Center 

Other Related Cooperation Activities: Grant Aid Project, Technical Cooperation Project (Palau 

International Coral Reef Center Strengthening Project: 2002-2006), Japan Overseas Cooperation 

Volunteers  

1-1 Background 

The Palau International Coral Reef Center (PICRC) was constructed by grant-aid from the 

Government of Japan in the context that a new cooperation field (coral reefs) was added to the 

Common Agenda at a US-Japan vice-ministerial meeting, and it began its activities in January 2001 

to provide a forum for coral reef research and education.  The Japan International Cooperation 

Agency (JICA) implemented a 4-year Technical Cooperation Project between 2002 and 2006 to 

strengthen the main functions of PICRC. At the completion of the project, the evaluation team 

recommended, among others, that: (1) PICRC should utilize their research results to strengthen the 

Palau Government’s policy for the establishment and evaluation of Marine Protected Areas (MPAs), 

and (2) PICRC should improve its institutional capacity as a hub in the Micronesia region for the 

monitoring of coral reefs. 

 

The Palau government enacted the Protected Areas Network Act (RPPL 6-39) to provide a 

framework for collaboration between the national and the state governments for protecting the 

nation’s biodiversity by managing MPAs. Moreover, five Micronesian jurisdictions, including Palau, 

launched the Micronesia Challenge (MC)1 in 2006. There was a necessity to develop basic systems 

for monitoring, including a monitoring protocol. Based on this background, there have been 

increasing expectations that PICRC’s technical support for monitoring will play an important role for 

measuring the effectiveness of the management of MPAs.In view of this situation, JICA, in 

collaboration with PICRC, commenced the 3-year “Capacity Enhancement Project for Coral Reef 

Monitoring Project” (CEPCRM) in July 2009.  

 

 

 

 

 

                                                        
1

 It is a commitment to effectively conserve 30 percent of near-shore marine resources and 20 percent of terrestrial resources across 
Micronesia by 2020 by the Federated States of Micronesia, the Republic of Palau, the Republic of the Marshall Islands, the United 
States Territory of Guam and the Commonwealth of the Northern Mariana Islands. 
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1-2 Outline of the Project 

CEPCRM is the project for enhancement of PICRC’s monitoring capacity, so that MPA is set and 

managed adequately in Palau and collaboration with surrounding nations and regions is strengthened 

 

(1) Overall Goal 

・ The technical capacity of Palau International Coral Reef Center (PICRC) is utilized in five 

Micronesia Challenge (MC) Jurisdictions. 

(2) Project Purpose 

・ The technical capacity of PICRC is enhanced in monitoring required for management of Marine 

Protected Area (MPA). 

(3) Outputs 

1. The system to support the monitoring on MPA is developed. 

2. The partnership is enhanced between PICRC and international initiatives, five MC Jurisdictions, 

related organizations and research institutions. 

(4) Inputs( as of Dec.2011) 

(Japanese side) 

・ long-term experts:3 

・ short-term experts:2 

・ training in Japan;4 trainees (training in Japan) 

・ Equipment: 124,950.54 US dollars (USD) for Vehicle, Monitoring equipment, Aquarium spare 

parts, GIS and database system devices, etc. 

・ Operational Costs: 430,773.99 US dollars (USD) (in July 2009-December 2011) 

・ participation to conferences/workshops 

(Palauan side) 

 Counterparts: Total number of assigned counterparts is 25(current counterparts : 16) 

 Facilities and Equipment: Land, buildings, facilities, and room space necessary for the Project 

 Administration and operational costs for the Project: 43,685 USD. The following portions are 

the costs for utilities, fuel (vehicles), and supplies for project implementation 

 30% of the costs used by research and education departments 

 10% of the costs used by administration, engineering, and aquarium departments 

2. Members of Evaluation Study Team 

Members 

Leader: 

 

 

Coral Reef Conservation:

 

 

Nature Conservation 

Policy: 

 

Kazunobu SUZUKI (Mr.) 

Advisor, Forestry and Nature Conservation Division 1, 

Global Environment Department, JICA 

Tadashi KIMURA (Mr.) 

Technical Advisory Committee,  

Global Environment Department, JICA 

Naoki AMAKO (Mr.) 

Assistant Director, Biodiversity Policy Division, 

Nature Conservation Bureau, Ministry of the Environment 
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Cooperation Planning: 

 

 

Evaluation Analysis: 

Hiroyuki MIYAZAKI (Mr.) 

Forestry and Nature Conservation Division 1, 

Global Environment Department, JICA 

Kenichi MACHIDA (Mr.) 

Consultant, Kaihatsu Management Consulting, Inc. 

Duration From 23 January to 2 February 2012 Type Terminal evaluation 

3. Outline of Results of Evaluation Study 

3-1 Achievements of Outputs 

3-1-1 Project Purpose:The technical capacity of PICRC is enhanced in monitoring required for 

management of Marine Protected Area (MPA). 

Objective Verifiable Indicators:The monitoring is implemented based on protocols developed 

by PICRC at 2 MPAs of Palau. 

The institutional role of the PICRC in MPA monitoring is 

clarified 

Project Purpose will be accomplished. The MPA monitoring has been implemented at the four 

selected sites in line with the draft monitoring protocol. As the institutional role of PICRC in MPA 

monitoring is clearly stated in the draft monitoring protocol, the role is to be officially confirmed 

upon the approval by the Minister of Natural Resources, Environment & Tourism (NRET) in the near 

future.   

 

3-1-2 Output 1:The system to support the monitoring on MPA is developed. 

Objective Verifiable Indicators: Information related to management and conservation of MPA 

is updated. 

The monitoring protocols are approved as official monitoring protocols by the Ministry of 

Natural Resources, Environment and Tourism.Output 1 will be accomplished.The monitoring data 

of the selected four MPAs and their control sites have been collected in PICRC, and the database has 

been updated. Moreover, the monitoring protocols have been drafted and are to be submitted to the 

Minister of NRET for official approval.  

 

3-1-3 Output 2:The partnership is enhanced between PICRC and international initiatives, five 

MC Jurisdictions, related organizations and research institutions. 

Objective Verifiable Indicators: PICRC makes 5 presentations at the conferences and 

workshops of relevant international frameworks and 

related organization or research institutions by the end of 

the Project. 

PICRC produces 20 different publications or 

announcements through media by the end of the Project. 

The seminars and/or workshops on MPA monitoring for 

five MC Jurisdictions are conducted by PICRC 3 times by 

the end of the Project. 

Output 2 is accomplished. The project has sent participants to ten relevant international conferences 
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or workshops, where they have given a presentation at each occasion. Newspapers published in Palau 

have reported on the project 21 times. The project has conducted a workshop on MPA monitoring 

and database building in FSM and RMI a total of four times, and a workshop for MC focusing on 

MPA monitoring in February 2010. As an example of a partnership between PICRC and other 

organizations, PICRC has been working with the South Pacific Committee (SPC) to modify and 

improve the MPA database. The relationship between the two organizations was initiated at one of 

the conferences participated in, the Pacific Regional Conference on Marine Managed Areas 

(November 2009). 

 

3-2 Evaluation by Five Criteria 

3-2-1 Relevance 

Relevance of the project is regarded as very high. The project purpose and overall goal are aligned 

with relevant policies, laws, and plans in Japan and Palau. The four target MPAs were appropriately 

selected based on several criteria such as the characteristics of MPAs, capacity of state governments, 

etc. The livelihood of communities near the MPAs is closely related to marine resources, so their 

needs are consistent with the project. Moreover, the uniqueness of Japan’s ODA was effective for 

emphasizing self-reliant effort, leadership and ownership by recipients, as called for by Japan’s ODA, 

in this project. 

 

3-2-2 Effectiveness 

Effectiveness of the project is judged as high. The project purpose is likely to be attained as described 

in 3-1-1 Project Purpose.  The two outputs have contributed to the achievement of the project 

purpose. Through the achievement of output 1, Palauan counterparts have monitored the four MPAs 

and drafted the monitoring protocol. These directly enhanced PICRC’s technical capacity for MPA 

monitoring. As a result of output 2, Palauan counterparts have participated in international 

conferences and workshops to present the project and discuss the MPA monitoring. These 

experiences have facilitated PICRC’s efforts to enrich the knowledge of MPA monitoring in various 

countries and network with related organizations domestically and internationally (Evaluation team 

think there are shortcoming in these indicators, so collaboration with relevant bodies is used as 

supplemental indicator).  

 

However, the important assumption for the project purpose that “PICRC personnel assigned for 

monitoring is not decreased drastically” was not fulfilled throughout the project period. At the 

beginning of the Project, There is a vacant post on the Palauan side. Several key Palauan 

counterparts, including the head of the research department, CEO, and two researchers, left PICRC 

and replacements were often not found promptly, impeding the progress of the project. 

 

3-2-3 Efficiency 

Efficiency of the project is estimated as moderately successful. Almost all inputs were appropriately 

provided for conducting the activities. The activities have been implemented nearly on schedule, and 

two outputs have been achieved in line with the plan, as described in 3-1-2 and 3-1-3. The monitoring 
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protocol, one of the major outputs, has been drafted reflecting the results of practices in the field in 

Palau, FSM, and RMI, so that the protocol is feasible and applicable to the MC jurisdictions. The 

cost-effectiveness of the project was enhanced by replacing Japanese short-term experts and training 

in Japan with local and third-party experts, and by utilizing human and physical resources in external 

organizations such as TNC and PCS.  

 

However, the pre-condition that “The governing structure of PICRC is stably maintained” and as 

mentioned in 3-2-2 an important assumption for the project purpose were not met, and this affected 

the smooth project implementation, resulting in a lowering of the efficiency. The salary of all PICRC 

staff was decreased by 15% for about seven months in 2011 due to a reduction2 of government 

funding to PICRC. This measure affected the motivation and lowered the productivity of the staff 

during the period. In addition, delays in the arrangements for training in Japan also lowered the 

project efficiency because it was quite useful training that could have made the project more efficient 

earlier. 

 

3-2-4 Impact 

Impacts from the project are regarded as high based on the following evaluations.   

(1) Overall Goal 

The overall goal is likely to be achieved in the future, centering on FSM and RMI. Relating to 

Objective Verification Indicators,Monitoring protocols developed by the project are expected to be 

utilized for the management of MPAs in FSM and RMI, which are independent countries in the MC 

jurisdictions. A database on MPA monitoring has been established in PICRC, and MPA monitoring 

data from the MC jurisdictions will likely be collected in the database. During the course of these 

processes, PICRC will be requested to provide technical assistance to the MC jurisdictions. All of 

these expected activities for the MC jurisdictions are to be implemented by the Micronesian 

Conservation Trust Fund (MCTF), and the fund will become available once each MC jurisdiction 

provides the designated amount of contribution to the MCTF. The contributions have started to come 

in and are expected to be completed soon. 

 

(2) Other Impacts 

Apart from the overall goal, several other positive impacts are seen, and no negative impacts are 

projected. First, “Reef Talk,” a project newsletter, has been up-scaled to become the newsletter for 

PICRC. Second, a guideline for the PAN technical committee will be prepared referring to the 

monitoring protocol, including the role of PICRC, once it is officially approved by MNRET. Third, 

an interest of non-targeted state governments in the projects MPA monitoring has been enhanced. 

Fourth, the project strengthened the conservation consortium (CO)3 and the network among the 

members by providing CO with issues for discussion, including the draft monitoring protocol. Fifth, 

an MC Workshop organized by the project has provided impetus to the MC and brought MC’s 

attention to monitoring.  

                                                        
2

From $450,000 (Oct.2009-Nov.2010) to $372,000 (Oct.2010-Nov.2011) 
3 The consortium is an informal but exclusive platform in which all parties concerned with environment issues in Palau meet and 
discuss the issues. 
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3-2-5 Sustainability 

Sustainability of the project is regarded as moderate based on the following evaluations  

(1) Political, Institutional and Legal Aspects 

As mentioned earlier in 3-2-1, it is certain that the conservation of marine resources and environment 

will remain as a prioritized national agenda in Palau. The institutional groundwork for PICRC to 

continue to support MPA monitoring will be confirmed once the monitoring protocol is officially 

approved. However, one concern in the PICRC Act is that it states that PICRC should be 

self-sufficient, even though it is not feasible in reality.  

 

(2) Organizational Aspects 

PICRC has been organizationally strengthened through the implementation of the project. However, 

frequent turnover of the staff and difficulty in recruiting qualified replacements are structural risk 

factors for PICRC that could hamper its sustainability. Moreover, coral reef monitoring and MPA 

monitoring are not specifically described in PICRC’scurrent 5-year strategic plan. This will not help 

facilitating PICRC’s paying attention to continuous support to MPA monitoring.    

 

(3) Financial Aspects 

The sources of PICRC’s funding consist of government budget, grants for research projects, 

donations, and income from the aquarium and shop. The total amount of the funding is generally 

stable. Financial resources allowing PICRC to assist MPA management and monitoring are the PAN 

fund (PANF) and the MCTF fund for domestic and international activities respectively. Both funds 

will be available for government organizations in Palau and the MC jurisdictions responsible for their 

MPAs, as well as related parties such as PICRC. But process of the protocol’s approval and fund 

development are not ended, so the availability lacks detail or specifics yet. It is important for PICRC 

to continue discussion with relative organizations. 

 

(4) Technical aspects 

Palauan counterparts in PICRC now have enough skills and knowledge to continue the project 

activities.Moreover, as described in 3-2-3 Efficiency, the monitoring protocol has been drafted quite 

appropriately from a technical standpoint. However, high-turnover seems to be a risk of 

sustainability, as the organizational capacity and institutions of PICRC have not sufficiently 

developed in order to accumulate expertise and knowledge.The state governments that have 

jurisdiction over the four MPAs, as well as many states of FSM and RMI, need PICRC’s technical 

support to conduct MPA monitoring and analyze the data. 

 

3-3 Promoting Factors 

3-3-1 Factors concerning to Planning 
Nothing special 

 
3-3-2 Factors concerning to Implementation 
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(1) Communication 

The project has improved the communication among project members from both the Japanese and the 

Palauan sides as well as the staff of PICRC. Specifically, the project introduced biweekly project 

meetings, weekly directors’ meetings and PICRC-wide staff meetings that aim at monitoring the 

progress of the project, sharing information, discussing issues, and building consensus. One of the 

Palauan counterparts initiated internal meetings in his department after being stimulated by what he 

had learned on management and communication during the training in Japan. 

 

(2) Ownership 

In order to nurture the Palauan ownership and strengthen the sustainability of the project, the 

Japanese experts have paid careful attention to motivating and facilitating the Palauan counterparts to 

implement the project proactively. For example, often acting in a supporting role, the Japanese 

experts have requested the Palauan counterparts to give presentations at conferences or workshops. 

This has enhanced, as expected, Palauan counterparts’ ownership of the project, although it has 

entailed the risk of creating an impression that the contribution of the Japanese side is less visible. 

 

(3) Collaboration with Organizations concerned   

The project has actively worked with many related organizations in various ways. As MNRET has 

limited capacity, related organizations such as TNC, PCS, etc. fulfill an indispensable function in 

marine environmental conservation in Palau and the MC jurisdictions. Collaboration with those 

organizations is necessary and important for the project. The collaboration has enriched the project 

activities, improved efficiency, and will contribute to sustainability. 

 

3-4 Impeding Factors 

3-4-1 Factors concerning to Planning 
Nothing special 
 

3-4-2 Factors concerning to Implementation 

As described in 3-2-3 Efficiency, the turnover of key counterparts and the financial crisis in PICRC 

have affected the project implementation. These problems have meant that the pre-condition and 

important assumption for the project purpose were not fulfilled. 

 

3-5 Conclusion 

The project will continue to be appropriate from the viewpoints of priority, needs and means for 

addressing the issue, so relevance is regarded as very high. The project purpose is likely to be 

achieved through creating the two outputs, so effectiveness is judged as high.While efficiency is 

moderate because the project has been creating quality outputs by appropriate inputs and remarkable 

efforts for activities focusing on such aspects as facilitating communication, nurturing a sense of 

ownership, and collaborating with other organizations in project implementation, yet the project was 

affected by the unfulfilled precondition and important assumption for the project purpose. Impact 

appears to be high, as several kinds of impacts are expected to be seen including the achievement of 

the overall goal. Based on good prospects for accessibility to the PANF and the MCTF, achievement 
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of the overall goal and financial sustainability of the project activities seem to be feasible, although 

the high turnover of PICRC staff is a concern for technical sustainability. As a result, sustainability is 

estimated as moderate. 

 

3-6 Recommendations  
3-6-1 Recommendations for the remaining period of the Project 

(mainly for the project or PICRC) 
(1) It is strongly recommended that the Project publicize its outputs/results and future direction of the 

MPA management by the PAN mechanism to the public to encourage government bodies such as 
MNRET to facilitate the process of authorization and recognize the responsibilities of PICRC for 
implementing the PAN mechanism.  

 
(2) It is recommended that the Project organize national/local workshops to promote a better 

understanding of the protocol by the local communities and state governments in non-targeted 
states, so that the utilization of the protocol will be facilitated. 

 
(3) It is recommended that the Project/PICRC request the MC to find appropriate mechanisms for 

supporting FSM and RMI in conducting national monitoring with the assistance of PICRC. 
 

(4) It is recommended that the Project prepare the summary of the Project products in English to be 
proactively used not only for public relations purposes but also as a case study for international 
communities of scientists and practitioners.  

 
(5) It is recommended that the project make a collaboration plan toward achievement of the overall 

goal in close consultation and cooperation with its partners (governments, foreign aid agencies 
and NGOs). 

 
3-6-2 Recommendations for the post-project period (mainly for PICRC) 
(1) It is recommended that PICRC regard MPA monitoring as an official activity in its next 5-year 

strategy plan in order to implement the activity based on the monitoring protocol under the 
official/governmental program supporting PAN mechanisms continuously. 

 
(2) It is recommended that PICRC lead the Conservation Consortium so that PICRC can improve its 

capacity for MPA management as a scientific advisory institution for the government. It is also 
recommended that the consortium consider a national policy on environmental conservation with 
PICRC playing a key role in the consortium.  

 
(3) It is recommended that PICRC further explore possible applications of the protocol for regular 

MPA monitoring in states outside the scope of the Project and the MC jurisdictions. 
 
(4) It is recommended that PICRC continue to maintain and strengthen its network with central and 

state government agencies and NGOs such as TNC and PCS toward the achievement of the 
overall goal. 

 
(5) From a long-term point of view, the Project outputs/results should be verified and applied for 

future integrated environmental monitoring in combination with other data sources (e.g., 
terrestrial and socioeconomic data). Therefore, it is recommended that the Project outputs/results 
be shared with the government and semi-government organizations concerned, including the 
board of the PANF,   

 
(6) The Project has developed publicity materials such as a newsletter, leaflets, and publications, and 

intensively implemented public relations activities through the mass media and seminars. This 
contributes to improving the visibility of PICRC both in Palau and international arenas. Thus, it is 
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recommended that PICRC continue these public relations activities even after the termination of 
the Project. 

 
(7) It is recommended that PICRC develop a clear management strategy and request National 

Congress to amend the current PICRC Act (RPPL 5-17), taking financial, institutional and human 
resource aspects into consideration, particularly the operation of the Aquarium to ensure financial 
sustainability.  

 
(8) It is recommended that PICRC encourage the PANF, National Congress, MNRET and state 

governments to fully recognize PICRC’s function and role and to take necessary measures to 
support its activities.  

 
(9) It is recommended that PICRC organize regular meetings with the participation of various 

stakeholders such as the central government, state governments, JICA Palau, relevant partners, 

including foreign aid agencies and NGOs, in order to utilize the Project outputs/results effectively 

as well as to maintain the partnership with them. At the same time, future possible occasions to 

enhance partnerships with the MC jurisdictions to contribute to the MC should be promoted. 

 

3-7 Lessons Learned 
(1) Although the institutional management of PICRC is not a part of the Project, technical 
achievement of the project is dependent on the sound institutional management. For long-term 
institutional sustainability, financial and administrative aspects, inter alia financial strategy planning 
and accounting staff allocation, should have been taken into consideration from the planning stage of 
the project.  
 
(2) There are many unforeseeable and uncontrollable conditions for achievement of the overall goal 
and sustainability. For example, MCTF is a necessary scheme for PICRC to provide technical 
assistance to the MC jurisdictions, yet the fund has not been disbursed, mainly due to financial 
constraints on the MC jurisdictions. The Project design should be discussed and modified at 
appropriate times during the course of the Project to set a feasible and appropriate overall goal. 
 
3-8 Follow-up situation 

Nothing.  
Holding workshops targeting the States officer is be discussing to utilize PICRC’s the enhanced 
capacity for non-targeted states. 
 
 



 

 



第１章 終了時評価調査の概要

１－１ 評価団派遣の経緯と目的

本調査では、協力期間終了を 2012 年 7 月に控えた本プロジェクトについて、これまで実施し

てきた協力活動全般（プロジェクトの実績、実施プロセス、運営管理状況等）について、計画に

照らし、その達成状況を整理・把握する。その結果に基づき、JICA 事業評価ガイドラインに則

り、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点からプロジェクト

の評価を行う。評価結果を踏まえ、協力期間終了までに必要な活動方針等を検討するとともに、

将来の類似プロジェクトの形成・実施に参考となる教訓・提言を得る。

１－２ 調査団の構成と調査期間

(1) 調査団の構成

氏名 担当 所属

鈴木和信 総括/団長 JICA 地球環境部森林・自然環境グループ森林・自然環境保全第一課企画役

木村匡 サンゴ礁保全
JICA 地球環境部課題別支援委員会海洋保護区分科会委員

（財）自然環境研究センター上席研究員

尼子直輝 自然保護政策 環境省自然環境計画局自然環境計画課サンゴ礁保全専門官

宮崎裕之 協力計画 JICA 地球環境部森林・自然環境グループ森林・自然環境保全第一課

町田賢一 評価分析 株式会社かいはつマネジメント・コンサルティング

(2) 調査期間

2012 年 1 月 23 日から 2 月 2 日まで

１－３ 対象プロジェクトの概要

１－３－１ 協力の背景

大洋州では伝統的に国民生活と経済活動が自然環境に密着しており、環境保全と開発との

調和が重要である。パラオ国では、サンゴ礁などの自然環境を利用した観光開発を経済的発

展の主軸としている。しかし、近年サンゴ礁生態系は、天然林の農地への転換、破壊的な漁

法や乱獲、急激な開発、気候変動等により、危機に晒されている。

我が国政府はパラオ国に日米コモン・アジェンダに基づき「パラオ国際サンゴ礁センター

（PICRC）」をアジア・大洋州のサンゴ礁研究の拠点として無償資金協力（1998 年～1999 年、

8.3 億円）により建設した（2000 年 8 月竣工、2001 年 1 月開館）。PICRC の設立後、JICA 

は「国際サンゴ礁センター強化プロジェクト」（2002 年～2008 年）を実施し、PICRC の研

究、啓蒙、教育機能を強化してきた。その終了時評価の際には、プロジェクトの終了後に実

施すべき事項として、研究成果の政策（保護区設定・評価等）への反映と、PICRC のサンゴ

礁モニタリング能力を地域のハブ機能としてさらに向上することが提言された。

-1-



一方で、ミクロネシア地域では、包括的な自然環境保全政策を目指した取り組みがおこな

われており、2006 年には、5 つの地域・国によりミクロネシアチャレンジ（MC）が宣言さ

れている。また、パラオ国政府では国内各州が所掌している保護区の効果的な運用と申請、

指定に係るシステムの構築を目的とした「パラオ保護区ネットワーク法（以下、PAN 法）」

を施行している。サンゴ礁に保全に結びつく海洋保護区(MPA)の重要性は、サンゴ礁保全の

国際的枠組み（ICRI（International Coral Reef Initiative））や生物多様性条約等においても広

く認識をされている。しかしながら、パラオ国における保護区ネットワークの効果的な推進

に必要なモニタリング手順といったモニタリング体制等については未整備であり、PICRC が

その役割を担うことが期待されたことから、パラオ国政府は 2007 年に MPA のモニタリング

に係る技術協力を我が国に要請し、2008 年 11 月から 12 月にかけて「パラオ国際サンゴ礁

センター強化プロジェクトフェーズ２詳細計画策定調査」が実施された。これを踏まえて、

JICA 及びパラオ国政府は 2009 年 5 月 26 日に R/D の署名をおこなった。

１－３－２ 協力内容

(1) 案件名

サンゴ礁モニタリング能力向上プロジェクト

(Capacity Enhancement Project for Coral Reef Monitoring) 

(2) 相手国実施機関

パラオ国際サンゴ礁センター（Palau International Coral Reef Center）

(3) 協力期間

2009 年 7 月 26 日から 2012 年 7 月 25 日まで（3 年間）

(4) 対象グループ

直接：パラオ国際サンゴ礁センター

間接：天然資源・環境・観光省、州政府、地域住民

(5) 上位目標

・ PICRC の技術的能力が MC 参加国・地域において活用される。

(6) プロジェクト目標

・ 海洋保護区管理に必要なモニタリングに関して、PICRC の技術的能力が強化される。

(7) 成果(アウトプット)

(i) 海洋保護区のモニタリングを支援する体制が整備される。

(ii) 海洋保護区のモニタリングに関連する国際的イニシアティブや MC 参加国・地域、関連

機関・研究機関等との連携が強化される。

-2-



 

 

第２章 評価の方法 

 

２－１ 評価調査の手法 

当評価調査は、以下の手法を用いて実施された。 

 

 既存報告書類のレビュー 

 インタビュー調査 

 パラオ国際サンゴ礁センターのカウンターパート（理事長、所長、研究部長、教育部長） 

 日本人専門家（チーフアドバイザー、業務調整） 

 Ngardmau 州の政府職員、環境保全委員会、住民 

 国務省 

 環境省保護区ネットワーク部 

 保護区ネットワーク基金 

 パラオ保全協会 

 ネイチャーコンサーバンシー（米国 NGO） 

 ミクロネシアチャレンジ事務局 

 

２－２ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

プロジェクトの実績および実施プロセスについては、添付の合同評価報告書の Annex3 に記載

の「成果達成状況調査表(Evaluation Grid 1: Project Performance Record)」に沿って情報・データを

収集した。5 項目評価については、同じく同報告書の Annex 3 に記載の「評価グリッド(Evaluation 

Grid 2: 5 evaluation criteria)」に沿って情報・データを収集した。 
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第３章 プロジェクトの実績 

 

３－１ 投入の実績 

３－１－１ 日本側 

 日本側の投入にかかる計画と実績を下表のとおり取りまとめた。詳細は添付の合同評価報

告書の Annex 4 を参照。 

 

(1) 専門家派遣、本邦研修 

 これまでの期間、長期専門家は予定どおり派遣されている。チーフアドバイザーに交代はなか

ったが、業務調整は 3 年間において 2 度交代（2010 年 10 月、2012 年 3 月（予定））することとな

る。 

 短期専門家と本邦研修の一部は、現地の人的資源等の状況を考慮して現地および第三国専門家

の投入によって置き換えられた。具体的には、IT／データベース短期専門家派遣と GIS／IT 本邦

研修を実施する代わりに、パラオ人の専門家を現地業務費によって投入した。 

 また当初計画に含まれていなかった追加の投入として、社会経済モニタリングの第三国専門家

（ハワイ大所属（派遣当時））とワークショップファシリテーションの本邦短期専門家が派遣され、

また水族館維持管理にかかる本邦研修1が実施された。 

 

(2) 機材供与 

 下表のとおり機材供与は予定どおり実施され、これまでのところ総額は 124,950.54 米ドルとな

っている。 

 

(3) プロジェクト活動費 

 パラオ国内外における海洋保護区（以下、MPA）モニタリングの実施、水族館の補修、国際会

議・ワークショップへの参加、MC を始めとしたワークショップの開催、現地専門家の雇用など

を目的として、これまで総額 430,773.99 米ドルが支出されている。 

 

表－１:日本側による投入 

項目 計画 実績 

専門家派遣 1. 長期専門家:  

1.1 チーフアドバイザー 

1.2 業務調整 

2. 短期専門家:  

2.1 モニタリング計画 

2.2 海洋保護区管理 

1. 長期専門家:  

1.1 チーフアドバイザー 

1.2 業務調整 

2. 短期専門家:  

2.1 海洋保護区管理／モニタリング 

2.2 ワークショップファシリテーション

                                                        
1
研修員の航空運賃はプロジェクトが負担（プロジェクト活動費）し、他の費用は福島水族館が負担した。 
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2.3 IT／データベース 3. 現地／第三国専門家 

3.1 社会経済モニタリング 

3.2 データベース構築 

機材供与 1. 車両 

2. モニタリング機材 

3. 水族館に関する資機材 

4. GIS とデータベース構築に関する資

機材 

5. その他プロジェクトに必要な機材類

計画のとおり 

$ 124,950.54 

本邦研修 1. サンゴ礁保全 

2. 海洋保護区管理 

3. サンゴ礁モニタリング 

4. GIS/IT 

1. 海洋保護区管理のためのサンゴ礁および

周辺の生態系モニタリング（2 名） 

2. 水族館維持管理 

3. サンゴ礁保全 

プロジェク

ト活動費 

－ $ 430,773.99 

 

３－１－２ 相手国側 

パラオ側の投入にかかる予定と実績を下表のとおり取りまとめた。詳細は添付の合同評価

報告書の Annex 5 を参照。 

 

(1) カウンターパート配置 

 下図および下表のとおり、現在 16 名延べ 25 名のパラオ側カウンターパートが配置されている

が、開始当初に空席となっていたポストがあったこと、核となるカウンターパートがしばしば退

職し、後任職員が速やかに配置されないこともあった。特に、研究部および所属する職員は本プ

ロジェクトの核となるが、プロジェクト開始後 1 ヶ月目に研究部長が退職した。後任となる現部

長は、プロジェクトマネージャーである所長が約 7 ヶ月にわたり空席であったため、やむなくそ

の期間兼務した。また、2 年以上にわたりプロジェクト活動の中核を担った 2 名の研究員が退職

し、その内 1 名の後任職員はまだ採用されていない。 

 

(2) 施設設備 

 下表のとおり当初計画どおりの施設設備が提供されている。 

 

(3) プロジェクト運営・管理費 

 下表のとおり PICRC の支出の内、43,685 米ドルの運営・管理費が本プロジェクトの実施分とし

て計上された。 
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図－１：パラオ側カンターパート配置 

 

表－２:パラオ側による投入 

項目 計画 実績 

カウンターパート

配置 

1. 所長 

2. 管理部職員 

3. 研究員 

4. 技師 

5. 水族館管理者 

6. 教育部職員 

1. 所長 

2. 管理部長（1 名） 

3. 研究員（3 名） 

4. 技師（2 名） 

5. 水族館管理者（3 名） 

6. 教育部職員（2 名） 

7. 管理部職員 

カウンターパート配置： 

 延べ 25 名 

 現在 16 名 

2012/1/26

7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7

1 Dr. Patrick U. Tellei Board of Directors, PICRC 7/2009-to date Project Director

2 Fabian B. Iyar Chief Executive Officer 7/2009-4/2011 Project Manager

3 Sandra S. Pierantozzi Chief Executive Officer 10/2011-to date Project Manager

4 Laurinda Mariur Head, Administration Department 7/2009-12/2009

5 Mary Yangilmau Head, Administration Department 11/2009-to date

6 Steven Victor Researcher / Head, Research Department 7/2009-7/2009

7 Yimnang Golbuu
Chief Researcher / Head, Research
Department

7/2009-to date
Project Manager
Apr.-Sep 2011

8 Noelle Wenty Oldiais Researcher, Research Department 7/2009-9/2011

9 Lukes Isechal Researcher, Research Department 7/2009-to date

10 Jacques Idechong Researcher, Research Department 12/2009-12/2011

11 Shirley Dirreblekuu Koshiba Researcher, Research Department 12/2011-to date

12 Geory Mereb Research Assistant, Research Department 7/2009-to date

13 Arius Merep Research Assistant, Research Department 7/2009-to date

14 Jay Andrew Research Assistant, Research Department 7/2009-to date

15 Dawnette Oisudong Research Assistant, Research Department 7/2009-to date

16 John Wong Head, Engineering Department 7/2009-to date

17 Antonio Raquino
Technical Assistant, Engineering
Department

7/2009-to date

18 Jeff Michaels Landscaper, Engineering Department 7/2009-3/2011

19 Masao Udui
Boat Safety Officer, Engineering
Department

7/2009-8/2011

20 Kambes Kesolei Head, Aquarium Department 7/2009-8/2011

21 Jay Oruetamor Aquarist, Aquarium Department 7/2009-to date

22 Singeo Franz Aquarist, Aquarium Department 7/2009-9/2009

23 Shane Moｙ Shmull Aquarist, Aquarium Department 10/2009-to date

24 Carol Emaurois
Head, Education and Public Relations
Department

7/2009-to date

25 Ines Kintoki
Assistant Education Officer, Education and
Public Relations Department

7/2009-to date

Note

* Total accumulation number of counterpart personnel 25
* Number of curretly working counterpart personnel 16

List of Counterpart Personnel

No. Name Title in PICRC Assigned Period
2009 2010 2011 2012

Remarks
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施設と機材 1. プロジェクトに必要な土地、建

物、設備 

2. 資機材の導入と保守に必要な

インフラ設備・部屋 

3. JICA 専門家の執務室・設備 

4. その他必要性が合意された設

備 

計画のとおり 

プロジェクト活動

費・事務費 

プロジェクト活動費・事務費 計画のとおり 

$43,685  

プロジェクト実施に必要なカウンタ

ーパート給与、車両の燃料費、消耗

品費における下記の割合 

 費用の 30％：研究部、教育部 

 費用の 10％：管理部、機械部、

水族館 

 

３－２ 活動の実施状況 

計画されていた活動は概ね予定どおり実施されている。しかし、添付の合同評価報告書の Annex 

11 のとおり、下表に示す 4 つの活動については進捗が遅延しているか、現時点においては一部の

内容しか実施されていない。 

 

表－３：遅延している活動 

関連す

る成果 
遅延している活動 遅延の理由 完了予定 

成果 1 1.6 これらの活動に基づきモニタリ

ングの手順書を作成する 

３－１－２(1)のとおりカウンタ

ーパートの退職と後任職員の配

置の遅れ、または他の業務によ

り十分な時間を確保できなかっ

た。 

2012 年 2 月

 f. 1)モニタリング結果に基づく MPA

の現状、2)PICRC のモニタリング能

力、3)モニタリング手順書にかかるパ

ンフレットを関係機関に提供する 

同上 

2012 年 3 月

成果 2 g.FSM と RMI におけるモニタリング

とデータベースのワークショップに

かかる報告書を作成・発行する 

同上 

2012 年 2 月

上旬 

 i.マルチメディア研修の実施 適切な外部講師を確保すること

が容易ではなかった。 

2012 年 2 月
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３－３ 成果の達成状況 

成果の達成状況を以下に取りまとめた。 

 

(1) 成果1 
指標1.1は既に達成され、指標1.2は近々達成の見込みであるため、若干の遅れがあるものの成

果1も産出される見込みである。 
 

成果 1: 海洋保護区のモニタリングを支援する体制が整備される。 

指標: 

1.1 海洋保護区の管理・保全に状況に関する情報

が更新される。 

1.2 モニタリング手順書がパラオ国天然資源・環

境・観光省により正式に承認される。 

指標の入手手段: 

1.1  PICRC の文書 

1.2  天然資源・環境・観光省の文書 

 

 

指標 1.1 に関しては、本プロジェクトにおいて 4 カ所選定された MPA とその比較対象地域にお

けるモニタリングデータは PICRC に蓄積され、そのデータベースは逐次更新されている。指標

1.2 については、モニタリング手順書案は既に作成され、現在コンサベーションコンソーシアム

において検討中である。同コンソーシアムからのコメントを踏まえて最終化の後に、正式な承認

を得るため天然資源・環境および観光大臣（以後、環境大臣）に提出されることになっている。

なお、同大臣にはモニタリング手順書については説明済みで、この手順書を支持する意向を確認

している。 

 

(2) 成果 2 

 成果 2 にかかる指標は全て達成されているため、成果 2 は既に産出されたと考えられる。 

 

成果 2: 海洋保護区のモニタリングに関連する国際的イニシアティブや MC 参加国・地域、関連

機関・研究機関等との連携が強化される。 

指標: 

2.1 国際的枠組みおよび関係機関・研究機関の会

議・ワークショップなどで、PICRC が 5 件以

上の発表を行う。 

2.2 PICRC が 20 回以上メディアに取り上げられ

たり、メディアをとおしてメッセージを発信

する。 

2.3 PICRC が海洋保護区モニタリングに関する

セミナー／ワークショップを MC 参加国・地

域に対して 3 回以上実施する。 

指標の入手手段: 

2.1 PICRC の文書 

2.2 MC 参加国・地域、関係する団体、研究機

関のウエブサイトや発行文書 

2.3 PICRC の文書 

 

補足指標: 

2.4 PICRC と国際的イニシアティブや MC 参加

国・地域、関連機関・研究機関等との連携が

産まれる。 

指標の入手手段: 

2.4 左記連携 
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指標 2.1 については、添付の合同評価報告書の Annex6 のとおり、本プロジェクトは関係する

10 の国際会議・ワークショップに参加者を派遣し、本プロジェクトに関する発表を行った。 

指標 2.2 については、添付の合同評価報告書の Annex7 のとおり、本プロジェクト関する記事が

パラオで発行されている新聞に 21 回掲載された。 

指標 2.3 については、添付の合同評価報告書の Annex8 のとおり、本プロジェクトはミクロネシ

ア連邦（FSM）およびマーシャル諸島共和国（RMI）において、MPA モニタリングとデータベー

スに関するワークショップを計 4 回実施した。加えて、MPA モニタリングに焦点を当てた MC の

ワークショップを 2010 年 2 月に実施した。 

なお上記の指標 2.1～2.3 は、成果 2 を産出するための活動実績を計る上では有効であるが、成

果 2 で目指している「PICRC と関係機関との連携強化」を確認することは出来ない。この点につ

いては、上表に示す補足指標 2.4 を設け、以下のとおり確認した。 

PICRC と関係機関との協力の例としては、南太平洋委員会（South Pacific Committee：SPC）に

よる PICRC の MPA データベースの構築・改善における支援が挙げられる。両機関の協働は、本

プロジェクトが参加者を派遣した「海洋管理区に関する太平洋地域会議（Pacific Regional 

Conference on Marine managed Area（2009 年 11 月））」が契機となり、その後 SPC が MC のワーク

ショップにオブザーバーとして参加することをとおして深められた。SPC は 2012 年 2 月に開催

される MC ワークショップにも参加予定で、その際データベースに関して協働することとなって

いる。 

 

３－４ プロジェクト目標の達成状況 

 指標 1 と補足指標 3 は達成され、指標 2 も近々達成される見込みであるため、プロジェクト目

標も達成される見込みである。 

 

プロジェクト目標: 海洋保護区管理に必要なモニタリングに関して、PICRC の技術的能力が強

化される。 

指標: 

1. PICRC によって開発されたモニタリング手順

書に基づき、パラオの海洋保護区 2 カ所におい

てモニタリングが実施される。 

2. 海洋保護区モニタリングにおける PICRC の

制度的な役割が明確になる。 

指標の入手手段: 

1. PICRC およびパラオ政府の文書 

2. パラオ政府の文書 

補足指標: 

3. PICRC の海洋保護区モニタリングにかかる

能力が向上する。 

指標の入手手段: 

3．国際会議において発表したり、学術誌に投

稿した海洋保護区(MPA)モニタリングに関

する資料 

 

指標 1 については、添付の合同評価報告書の Annex9 のとおり、現在 4 カ所の MPA におけるモ

ニタリングをそれぞれの MPA が位置する州政府と協働しつつ、継続して実施している。 

 指標 2 は近々達成されると思われる。現在最終化の段階を迎えているモニタリング手順書案に

は、PICRC が MPA モニタリングにおいて果たすべき役割として、州政府が十分な能力を醸成す
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るまで、州政府と協力してモニタリングを行うことが強く推奨されている。具体的には、モニタ

リングポイントの選定、データの入力、保存、分析について、州政府は PICRC の能力を活用する

ことが可能とされている。従って、同手順書がパラオ政府に承認されれば、指標 2 は達成された

ものと判断される。３－３(1)成果 1 で述べたとおり、同手順書は近々環境大臣に承認される見通

しである。 

 なお、指標 1 はプロジェクト目標を達成する上で必要な活動が実施されたかどうかを計る目安

にはなるが、「PICRC の技術的能力」そのものの変化を捉えることは出来ない。また指標 2 につ

いては、モニタリング手順書を作成するプロセスにおいて「PICRC の技術的能力」が向上したと

考えられるものの、「PICRC の制度的な役割」に重きが置かれ、やはりプロジェクト目標の達成

を明確に確認する上で妥当な指標とは言い難い。従って、上表に示した補足指標 3 により、「PICRC 

の技術的能力の強化」を以下のとおり確認した。 

 本プロジェクトでは、３－３(2)成果 2 で述べたとおり、多数の国際会議・ワークショップに参

加者を派遣し、発表を行ってきた。中にはパラオ側カウンターパートによる MPA モニタリング

の結果発表も含まれており、これはカウンターパートの技術力向上の証といえる。発表資料は日

本人専門家による監修を受けつつパラオ側カンターパートが作成するが、こうした機会に発表す

る資料を作成するためには、モニタリングにかかる総合的な能力が一定レベルに達している必要

がある。従来このような発表をする能力は無く、本プロジェクトをとおしてモニタリング計画、

実施、データ整理、蓄積（データベース構築）、分析、資料の作成を行う能力が向上したと判断さ

れる。 
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第４章 評価結果 

４－１ 評価 5 項目による評価 

４－１－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は極めて高い。プロジェクト目標および上位目標は関連する日本お

よびパラオの政策、法律、計画に沿っている。モニタリングの対象地は妥当な基準によって

選定され、周辺住民のニーズもプロジェクトと整合している。加えて、我が国の ODA にお

ける特徴が、プロジェクトにおいて有効であったことが示された。 

 

(1) 政策との整合性 

プロジェクト目標および上位目標は関連する日本およびパラオの政策、法律、計画に沿ってい

る。パラオ側については、①保護区ネットワーク（PAN）法（RPPL 6-39）、②MC、③パラオ国家

マスター開発計画 2020、④米国との自由連合協定第 6 条 161 項および 162 項、⑤PICRC 設置法

（RPPL 5-17）は全て、本プロジェクトの制度的な妥当性を担保している。①～④は、海洋環境と

サンゴ礁の保全は、パラオの国家的優先課題の一つであることを定めている。⑤は、PICRC が海

洋研究・研修・教育活動における地域拠点となること、加えて海洋環境の管理・利用・保全に係

る支援を行い、観光スポットとしての役割を担うべきと定めている。この他、MPA が位置する州

政府では、それぞれの MPA における海洋資源の保全を規定した条例を制定している。 

日本側においては、第 4 および 5 回太平洋・島サミットでの共同宣言において、持続可能な開

発と自然保護区の管理の重要性が指摘された。我が国の対パラオ援助政策、戦略、計画において

環境保全は最優先の課題である。また第三次生物多様性国家戦略（2007）では、アジア・太平洋

地域における MPA のネットワーク化を目標としている。 

 

(2) 対象地域の選定と住民のニーズ 

対象地域は適切に選定され、地域住民のニーズもプロジェクトに合致している。本プロジェク

トにおけるモニタリング対象地域は、パラオ全土に 34 ある MPA から 4 カ所が選定された。選定

条件は、各 MPA の特性やモニタリングを行う州政府の能力などであり、妥当な内容であった。

対象 MPA の数は、環境の多様性とプロジェクトにかかる業務量を勘案し、4 カ所が適切と判断さ

れる。選定された 4 カ所の MPA 周辺に住む住民は、現金収入源や食料として海洋資源を日常的

に利用しており、その持続的な活用のためには資源の保全が重要であることも認識している。 

 

(3) 開発パートナーとしての日本の優位性 

我が国はトップドナー国の一つとして、技術協力において豊富な経験を蓄積している。我が国

の開発援助において特に留意される側面の一つに、自助努力支援やリーダーシップとオ－ナーシ

ップの醸成が挙げられる。これらは、自立発展性において不可欠な側面でもある。本プロジェク

トの実施においても、これらの点が重視された結果、各種会議での発表、他機関との連携と協働

において、パラオ側カウンターパートの強いリーダーシップとオーナーシップを確認することが

できた。 
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４－１－２ 有効性 

本プロジェクトの有効性は高い。プロジェクト目標は達成される見込みであり、2 つの成

果もその達成に貢献している。 

 

３－４で述べたとおり、プロジェクト目標は達成される見込みである。また、成果 1 の産

出をとおして、パラオ側カウンターパートは 4 つの MPA でモニタリングを行い、モニタリ

ング手順書案を作成した。これらによって MPA モニタリングにかかる PICRC の技術的能力

が向上した。成果 2 の産出をとおして、パラオ側カンターパートは国際会議やワークショッ

プに参加して本プロジェクト活動について発表したり、MPA モニタリングについて他の参加

者と協議した。これらによって、様々な国の MPA モニタリングにかかる知識を深め、パラ

オ国内外の関係機関との関係を構築し強化した。このように、2 つの成果もプロジェクト目

標の達成に貢献していることが明らかである。 

しかし、プロジェクト目標達成のための外部条件「モニタリングを担当する PICRC の職員

が大きく減らない」が満たされなかった点は有効性を減じた。特に、３－１－２(1)で述べた

とおり、前所長、前研究部長、および 2 名の研究員が退職し、後任職員の採用にも手間取っ

た。これらは、指標 2 の達成を遅らせている。４－２で後述するとおり、プロジェクトは活

動を工夫することにより、進捗の遅延を最低限に留めている。 

 

４－１－３ 効率性 

本プロジェクトの効率性は中程度である。投入と活動はほぼ適切に実施され、所期の成果

も産出されつつある。費用対効果を高める工夫もあったものの、前提条件と外部条件が満た

されなかったことによる影響は、効率性を減じた。 

 

(1) 成果の産出 

ほとんどの投入は活動実施のために適切に実施され、活動は概ねスケジュールどおり実施され、

３－３で述べたとおり 2 つの成果は予定どおり産出されつつある。主な成果の一つであるモニタ

リング手順書は、パラオ、FSM、RMI において試行され、5 つの MC 参加国・地域において実施・

適用可能な内容となっている。例えば、モニタリング項目は最低限の内容を網羅するに留めてい

るが、科学的に全て妥当なものとなっている。 

 

(2) 費用対効果 

効率性を改善させた点として、まず３－１－１に示したとおり日本人短期専門家派遣および本

邦研修を、現地および第三国の専門家の投入によって置き換えた点があげられる。これにより、

コストを抑え、言葉の壁が無くなったことで理解が深まり、研修日程の変更などに臨機応変に対

応出来たほか、自立発展性においても有用と思われる。 

また、ネイチャーコンサーバンシー（TNC）やパラオ保全協会（PCS）といった外部機関の物

的・人的なリソースを効率的に活用できたことも指摘される。具体的には、モニタリングを実施

する際に PICRC のボートが使えない場合は、燃料やオペレータの日当などの実費のみでボートを

両機関から借りることが出来たことや、MPA モニタリングを実施する際 PCS が住民への働きか

けや、社会経済モニタリングにおいて重要な役割を果たしたことが挙げられる。これらの協働は、

-12-



 

 

プロジェクトの実施コストを低め、成果の質を向上させる貢献をした。 

 

(3) 阻害要因 

前提条件「PICRC の管理体制が安定的に維持される」とプロジェクト目標達成のための外部条

件が満たされなかった点（４－１－２にて上述）は、プロジェクトの円滑な実施を阻害し、効率

性を減じた。前提条件への影響については、パラオ政府から PICRC に対する補助金が減額された

ため、全職員の給与が 2011 年の 7 ヶ月間 15％削減された点があげられる。これにより職員のモ

チベーションと生産性が低下した。この他、本邦研修「サンゴ礁保全」において日本側の準備が

遅延した点は、その研修が有益だっただけに効率性を低下させる一因となった。 

 

４－１－４ インパクト 

上位目標の達成を含め、多様な正のインパクトが確認または予見されるため、本プロジェ

クトのインパクトは高い。 

 

(1) 上位目標の達成見込み 

 上位目標は主に FSM と RMI を対象として、将来的に達成される見込みがある。 

なお、上位目標にある「PICRC の技術的能力」は、指標 1 に示される「モニタリング手順書」

だけには留まらない。また、上位目標の達成に向けては、MC 参加国・地域の実情を踏まえた技

術支援の実施やデータベースの構築といった手段も有効と考えらえることから、本プロジェクト

において実施された MC 参加国・地域に対する技術指導の継続や、プロジェクトで構築されたデ

ータベースの地域的活用についても、補足指標として以下のとおり検討した。 

 

上位目標: PICRC の技術的能力が MC 参加国・地域において活用される。 

指標: 

1. PICRC によって開発されたモニタリング手順書が、5 つの MC

参加国・地域における MPA 管理に活用される。 

指標の入手手段: 

1. MC 参加国・地域の文書

補足指標: 

2. MC 参加国・地域が、PICRC に対し指導を求めたり、技術支

援を受け入れる。 

3. MC 参加国・地域に向けた MPA モニタリングの地域データベ

ースが PICRC に設置される。 

指標の入手手段: 

2.  該当する記録 

3.  データベース 

 

・指標 1 および 2 

指標 1 と 2 は部分的にではあるが、将来的に達成される見込みがある。まず、5 つの MC 参加

国・地域内における、能力や政治・行政の独立性は様々である。FSM と RMI は他の MC 参加国・

地域に比べ、キャパシティは乏しいが独立国である点が、北マリアナ諸島米国自治連邦区と米国

グアム準州とは大きく異なる。FSM と RMI に対しては本プロジェクトにおいて延べ 4 回モニタ

リングとデータベース構築のワークショップを実施していること、加えてこれら 2 カ国には公的

な MPA モニタリング手順書が無いことから、本プロジェクトで開発された手順書が活用される

見込みは高い。ただし、これら 2 カ国が MPA モニタリングを実施したり、PICRC がそれを支援
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する資金は、ミクロネシア保全信託基金（MCTF）の運用益から得られる。運用益の支出は 2012

年の 3 月から可能となるが、各参加国・地域はそれぞれ定められた拠出金を信託基金に提供する

ことが、運用益の活用の条件である。拠出金の提供は始まっており2、近い将来基金の活用が開始

されることが見込まれる。 

一方、北マリアナ諸島米国自治連邦区と米国グアム準州はその名の通り米国領の一部であり、

米国の基準や規則に沿った MPA モニタリングが実施される。また技術的および資金的なキャパ

シティにおいても FSM と RMI とは大きく異なっている。従って、MPA 管理に関し、PICRC の技

術的支援を求める見込みは少ないと思われる。 

 

・指標 3 

MC 参加国・地域が MPA モニタリングを定期的に実施するようになれば、域内データベースを

PICRC に構築することは可能と思われる。PICRC には既にパラオ国内の 4MPA におけるモニタリ

ングデータを集積したデータベースが構築されている。またアメリカ海洋大気圏局（NOAA）か

らの資金によりデータ管理者を雇用することになっており、継続的にデータベースを管理する体

制も整いつつある。域内データベース構築のためには、まず 2012 年 2 月に本プロジェクトが開催

する MC ワークショップにおいて、本件について MC 参加国・地域内で合意を得る必要がある。 

次に、本プロジェクトによって開発されたモニタリング手順書に沿ってモニタリングが実施さ

れなくてはならない。MCTF が順調に運用され、支出される体制が整えば、近い将来 MC 参加国・

地域のモニタリングデータが PICRC に蓄積されていくことは十分考えられる。 

 

(2)他のインパクト 

負のインパクトは確認されず、以下の正のインパクトが確認・予見された。 

第 1 に、本プロジェクトのニューズレターとして発行した Reef Talk が、PICRC のニューズレ

ターに発展した。 

第 2 に、本プロジェクトで開発したモニタリング手順書が環境省によって承認されれば、今後

作成される予定の PAN 技術委員会3のガイドラインに、その内容が反映される可能性がある。同

手順書には、MPA モニタリングにおける PICRC の役割や、その活動のための資金は環境税：Green 

Fee であることが望ましい旨が示されている。これらの点も同ガイドラインに含まれれば、PICRC

の MPA モニタリングにおいて果たすべき役割が公的に一層明確になり、制度的自立性が強化さ

れることとなる。 

第 3 に、本プロジェクトにおけるモニタリング非対象州において、MPA モニタリングに対する

関心が高められた。例として、Koror 州は PICRC と共同で社会経済モニタリングを最近開始した

こと、また、Kayangel および Ngchesar 州は以前より PICRC が MPA モニタリングを実施していた

が、MPA 管理に活用するためモニタリング結果を PICRC に照会するようになったことが挙げら

れる。 

第 4 に、本プロジェクトはパラオのコンサベーションコンソーシアム4に対しモニタリング手順

                                                        
2
例として、パラオは既に 4 百万米ドルを拠出しており更に 2 百万米ドルの拠出が求められている。FSM はこれまで百万米ドル

を拠出済みで、更に百万米ドルの拠出が課せられている。 
3PAN 法の基で組織される委員会。PAN への登録にあたり州が提出する保護区管理計画などに対し、技術面からの評価を実施し、

その結果を大臣に報告する等の役割を担う。 
4非公式な会合でありながら、パラオで唯一環境保全に関する機関が一堂に会する場として重要な役割を担っている。 
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書案を含む様々な議題を提示し、同コンソーシアムにおける協議や情報共有を活性化し、ひいて

はその強化と参加者間の関係構築を促進した。中核カウンターパートである PICRC の研究部長は、

同コンソーシアムにおいて、優れたリーダーシップを発揮しており、本プロジェクトを通じて高

めたオーナーシップとマネジメント能力を通じて、コンソーシアムの強化に貢献した。 

第 5 に、本プロジェクトは TNC と共催により 2010 年 2 月に MC ワークショップを実施し、2012

年 2 月にその続きとなるワークショップを開催する予定である。パラオ側カウンターパートは議

論 を リ ー ド し 、 ま た 技 術 的 に 有 益 な イ ン プ ッ ト を も た ら し た 。 こ れ ら は       

MC の進捗を促進し、また MC 参加国・地域に対して MPA モニタリングの重要性を認識させた。 

 

４－１－５ 自立発展性 

本プロジェクトの自立発展性は中程度である。現行の政策・制度・法律は、環境保全重視

の方向性に沿っているが、PICRC 法が現状に即していない点が懸念である。また、モニタリ

ング手順書の早期承認が待たれる。職員の高退職率などの課題はあるものの PICRC はプロジ

ェクト活動を継続していくための技術力と組織力を有していると判断される。財務的な自立

性については、PAN 基金および MCTF が、州政府、MC 参加国・地域、そして PICRC によ

って活用可能となる見込みである。 

 

(1) 政策、制度、法的側面 

 現在の国家政策や環境保全に関連する PAN 法などの制度、そして MC を始めとする国際的な

枠組み、住民の生計および観光業における重要性などを踏まえると、海洋資源の保全は今後とも

パラオの優先政策であり続ける見込みは高い。また、本プロジェクトで開発したモニタリング手

順書が環境省に承認されれば、PICRC が MPA モニタリングを継続して支援するための制度的な

根拠も確保される。 

なお PICRC 法には、PICRC は開設して 2 年後には経済的に自立することが謳われているが、

現実として不可能である。PICRC はサンゴ礁の研究・保全・教育を推進する機関として、公共の

利益に資しており、そのため毎年政府からの補助金も一定額得ている5。現実に即さない現行の

PICRC 法は、PICRC の安定した維持・経営における法的な懸念材料の一つといえる。 

 

(2) 組織的側面 

 本プロジェクトの実施により PICRC は組織的に強化された。プロジェクトにより導入された一

連のミーティング、文書作成のためのフォーマット、マネジメントに対する意識とその手法は、

職員の情報共有とコミュニケーションを促進し、業務効率を高め、仕事の質を向上させた。こう

して強化された PICRC の組織的な能力は、プロジェクト活動の自立発展性における土台として不

可欠のものである。 

しかし、職員の退職が頻繁であることと適当な後任職員の採用が容易ではない点は、PICRC の

自立発展性における構造的な課題である。この傾向は研究職員のみならず事務・管理職員におい

ても見られる。特に所長は 2011 年において 7 カ月間空席であった点は PICRC 全体の運営に影響

を及ぼした。現職の所長は 2012 年の大統領選への出馬を公言しており、任期も 2012 年 9 月まで

                                                        
5385,000 米ドル（2011 パラオ予算年度） 
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となっている。不在期間を置かず、適切な人材が次期所長として着任することは、組織的側面に

おける自立発展性において極めて重要である。 

この他、本プロジェクトは「モニタリング能力」を向上させる事業であるものの、現行の PICRC5

カ年戦略には、サンゴ礁モニタリングや MPA モニタリングを行うことが明確に示されてはいな

い。これは、PICRC が MPA モニタリングに対する支援を、プロジェクト終了後も重点分野の活

動の一つとして実施していく上での懸念である。 

  

(3) 財務的側面 

 現在、PICRC の歳入は政府の補助金、研究プロジェクトへの助成金、寄付、水族館および売店

からの収入から成り、総額は概ね安定している。むしろ、現所長が行ったような遊休資産の活用

による収入源の追加や、水族館および売店のマーケティングには強化の余地が見られることから

も、歳入を増やす可能性も十分ある。これらを踏まえると、PICRC が今後存続していく上での財

務的な背景は十分確保されていると思われる。 

ただし、MPA モニタリング支援にかかる費用は、国内であれば PAN 基金、MC 参加国・地域

であれば MCTF から得る必要がある。プロジェクトで開発したモニタリング手順書に、PICRC が

MPA モニタリングの支援を行うことと財源は環境税（Green Fee：PAN 基金の財源）であること

が示されている。この手順書が承認されれば、PICRC は本プロジェクトで支援した 4 カ所の MPA

のみならず PAN に加盟している他の 5 つの MPA のモニタリングを、環境税により支援すること

が可能となる6。環境税は全ての外国人訪問者に課せられており、財源としては安定している。 

ただし、本手順書は未だ環境大臣には提出されていない。 

 MCTF については４－１－４(1)で述べたとおり、参加国・地域からの拠出金が少しずつ集まっ

て来ており、近い将来 MPA を管理するパラオおよび MC 参加国・地域の政府機関と PICRC のよ

うな関係機関によって活用できるようになることが期待されている。 

 

(4) 技術的側面 

 PICRC のカウンターパートは、本プロジェクト活動を継続するに十分な知識と技術を身につけ

ている。加えて、なお、モニタリング手順書案は４－１－３効率性で述べたとおり、サイトでの試

行を通じて作成されたもので技術的に見て極めて適切に作成されており、パラオや MC 参加国・地

域の州政府においても活用・適用可能な内容となっている。 

 ただし、PICRC 職員の退職率は高く、とりわけ研究員にはその傾向が顕著である。2 年間プロ

ジェクトのカウンターパートとして経験を蓄積した 2 名の研究員が、進学を目的として退職した

ことは、大きな人的損失と言える。退職は PICRC における構造的な課題であり、技術や知見が個

人ではなく組織に蓄積されるような体制・制度が十分に構築されていないため、技術的な自立性

におけるリスクと思われる。 

一方、プロジェクトでモニタリングを実施した 4 カ所の MPA が位置する州政府の環境保全担

当職員の能力は限られている。具体的には、魚種と数の確認および堆積物のサンプル採取は可能

であるが、底質、新加入イシサンゴ、無脊椎動物のモニタリングについては PICRC の支援が不可

欠である。モニタリングデータについては、データを保管するコンピュータが無いため全て

                                                        
6
資金の拠出ルートとしては、州政府が MPA 管理のために申請した予算の一部が、MPA モニタリング経費として州政府経由で

PICRC に支払われるケースと、PICRC が PAN に直接予算を申請するケースの 2 とおりあり得る。 

-16-



 

 

PICRC に蓄積しているが、データ整理、入力、保管、分析は州政府の能力では対応できないのが

現状である。PICRC では NOAA からの資金援助によりデータ管理者を新たに採用する予定であ

り、同職員が今後モニタリングデータを集約・管理することとなる。 

FSM と RMI の MPA モニタリング能力は各州政府によって異なっている。FSM の 1～2 州は独

自に MPA モニタリングを行うことが可能と思われるが、その他については、基本的に MPA モニ

タリングを行う上で PICRC の技術的支援を必要としている。 

 

４－２ 効果発現に貢献した要因 

(1)コミュニケーション 

 本プロジェクトは、プロジェクトを円滑に実施するため、日・パラオ双方のプロジェクト関係

者および PICRC の職員間のコミュニケーションを向上させた。具体的には、プロジェクトの進捗

管理、情報共有、課題の協議、合意の形成を目的として隔週のプロジェクト会議、毎週の部長会

議、毎月の全職員会議を導入した。パラオ側カウンターパートの 1 人は、本邦研修におけるマネ

ジメントとコミュニケーションに関する研修内容に刺激を受け、帰国後すぐに所属する研究部内

でのミーティングを開始した。 

 

(2)オーナーシップ 

 パラオ人カウンターパートのオーナーシップを醸成し自立発展性を高めるため、日本人専門家

は、パラオ人カウンターパートによる自発的なプロジェクトの実施を促進することに特に留意し

た。例えば、ワークショップや会議において、日本人専門家はしばしば裏方に徹し、プレゼンテ

ーションはパラオ側カウンターパートに任せるようにした。こうした働きかけによりパラオ側カ

ウンターパートのオーナーシップは高められたが、同時にプロジェクトに対する日本側の貢献が

見えづらくなる可能性もあった。 

 

(3)他機関との協力 

 本プロジェクトは多くの関係機関と積極的に協働した。パラオ天然資源・環境および観光省（以

後、環境省）のキャパシティは限られており、TNC や PCS などの関係機関は、パラオと MC 参

加国・地域の海洋環境保全において不可欠の役割を果たしている。こうした機関との協働は、本

プロジェクトの実施において必要且つ極めて重要であった。協働はプロジェクト活動の質を高め、

効率性に寄与し、加えて自立発展性の向上にも貢献すると思われる。 

 

４－３ 問題点および問題を惹起した要因 

 ４－１－３効率性で述べたとおり、核となるカウンターパートの退職、PICRC 職員の給与削減

が本プロジェクトの実施に影響を与えた。これらは、前提条件とプロジェクト目標を達成するた

めの外部条件が満たされなかったことを意味している。 

 

４－４ 結論 

本プロジェクトは、政策、ニーズ、課題に対する解決手段としての側面から見て適切であり、

妥当性は極めて高い。プロジェクト目標は 2 つの成果の産出をとおして達成の見込みであるため、

有効性は高い。投入は概ね妥当であり、活動についてはコミュニケーション促進、オーナーシッ
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プの醸成、他機関との協働を重視して実施した結果、所期の成果が産出されつつある。ただし、

前提条件とプロジェクト目標達成のための外部条件が満たされなかった点は、プロジェクトに影

響を与えており、効率性は中程度と判断される。上位目標を含め、多様な正のインパクトが確認・

予見されているためインパクトも高い。PAN 基金および MCTF が活用されるようになる見込みに

基づき、上位目標の達成と自立発展性の財務的側面は確保されていると判断されるが、PICRC 職

員の高退職率は、組織的側面、技術的側面における懸念である。従って、自立発展性は中程度と

判断される。 
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第５章 提言と教訓 

５－１ 提言 

５－１－１ プロジェクト終了までに実施すべき提言 

(1) 

パラオ政府の承認プロセス中ではあるが、モニタリング手順書の開発に当たり PICRC は

中心的な役割をはたしている。しかし、一方で、PAN 制度における PICRC の制度的な位置

づけは明確ではなく、環境保護施策における PICRC の位置づけを強調していく事が必要であ

る。手順書の正式化と PICRC の制度的な位置づけの明確化が不可分であることからも、本プ

ロジェクトの成果・結果ならびに保護区ネットワークの枠組みによる MPA 管理の方向性を

国民に対して広く知らしめ、もって環境省などの政府機関が PAN の枠組みにおける PICRC

の役割を認識・承認することを促進する。 

これにより、PICRC が MPA モニタリングについて技術的支援を全ての州を対象に実施し、

州の能力強化へとつながる。 

(2) 

本プロジェクトで開発されたモニタリング手法は地域の実情を科学的にも考慮した内容

であることから、本プロジェクトにおける非対象州の住民および州政府が、モニタリング手

順書についての理解を深めるため、全国または地方におけるワークショップを開催し、もっ

て手順書の将来的な活用を促進する。 

(3) 

本プロジェクトは MC において、地域の MPA 管理の改善にむけた科学的なモニタリング

を進める上で、主導的な役割を果たしたが、特に FSM や RMI などの地域において、PICRC

がモニタリングの能力向上を実施できる事も示してきた。プロジェクトまたは PICRC は、

MC に対し、PICRC による FSM や RMI に対するモニタリング実施支援の適切な仕組みの検

討を提案する。 

(4) 

本プロジェクトは、パラオ国のモニタリング実施能力を高め、それは、地域における、モ

ニタリング実施上の連携にもつながった。地域連携の上でこのような協働の取組は今後の参

考となるものであり、PICRC はプロジェクト成果品の概要を英語で取りまとめ、広報のみな

らず海外の科学者と実務者にとっての事例研究として積極的に活用されるようにする。 

(5) 
上位目標達成については、今後も様々な課題があると思われることから、達成に向けた協

働計画を、政府機関、ドナー機関、NGOs などの関係機関と共に作成する。 
 

５－１－２ プロジェクト終了後における提言 

(1) 

本プロジェクトを通じモニタリング手順書の実務的な業務は成し遂げられ、MPA 管理に

おける有用性が示された。今後は、PAN 法の枠組みに沿った政府の施策のもと、手順書に沿

ったモニタリングを継続するために、PICRC は MPA モニタリングを次期 5 カ年戦略におけ

る正式な活動の一つとして位置づける。 
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(2) 

PICRC は科学的助言が実施可能な組織として、MPA 管理能力の向上のためにコンサベー

ションコンソーシアムにおいて主導的立場を担い、今後、コンソーシアムにおいて国全体の

環境保護施策が提言されていくこと。 

(3) 

PICRC は本プロジェクトで対象外となった州および MC 参加国・地域におけるモニタリン

グ手順書の適用・運用方法に関し、検討を更に進める。 

(4) 

元 PICRC スタッフや、PCS、TNC といった機関、中央・州政府は本プロジェクト実施に

あたり効果的な協働作業をおこなってきた。PICRC は上位目標の達成に向けて、中央政府、

州政府、および TNC や PCS などの NGOs との関係を維持・強化する。 

(5) 

本プロジェクトの成果・結果は、政策や社会経済活動の実行上活用されて行く事が必要不

可欠であり、PICRC は PAN 基金を含む政府ならびに準政府機関とこれらを共有し、長期的に

は、陸域や社会経済など他のデータと組み合わせた、統合的な自然環境モニタリングに活用

できるようにする。 

(6) 

パラオ国内、外双方において PICRC の存在のアピールに貢献したことから、PICRC はプ

ロジェクトが支援したニューズレター、リーフレット、出版物の作成やマスメディア、セミ

ナーを通じた積極的な広報活動を継続する。 

(7) 

法律で明記されている経済的な自立性(self-sufficiency)が常に問われる中、PICRC は明確な

マネジメント戦略を作成し、財務面、制度面、人的資源面、特に財務的自立性の確保を目的

とした水族館の運営について検討するとともに、議会に対し PICRC 設置法（RPPL 5-17）の

改正を提案する。 

(8) 

PICRC は PAN 基金、議会、環境省および州政府が PICRC の機能と役割を認識し、活動を

支援するように働きかける。加えて、その際には、上位目標の達成に向けた十分な資源配分

がなされることが念頭に置かれるべきである。 

(9) 

PICRC は、本プロジェクトの成果・結果を効果的に活用し、また関係機関との関係を維

持するため、政府、州政府、JICA パラオ事務所、ドナー機関や NGOs などと定期的に会合を

持つ。加えて、MC に貢献するために、MC 参加国・地域とのパートナーシップが強化でき

るような場や機会の設定をおこなう。 

 

５－２ 教訓 

(1) 

PICRC 本体の運営は本プロジェクトには含まれていないものの、プロジェクトの技術的な成

果は、健全な組織運営に大きく影響される。財務面と組織面における長期な制度面からの自立

発展性の観点からは、特に財務戦略と会計担当職員の状況について、プロジェクトの計画段階
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において、関与の可否も含めた検討が必要であった。 

(2) 

上位目標の達成と自立発展性においては、多くの予測不可能かつ制御できない要因がある。

例えば、MCTF は PICRC が MC 参加国・地域に対して技術的支援を提供するために必要な制度

であるが、MC 参加国・地域の個々の財務能力の制約により基金造成は完了しておらず、未だ活

用に至っていない。本プロジェクトでは中間レビューを実施していないが、適切な上位目標の

設定や各種指標・活動の見直しの機会を設けるために、協力期間中にプロジェクト計画を協議、

改訂する場が必要であった。 

 

※フォローアップの検討について 

パラオ国全体の MPA モニタリングの体制を効率的に確立させるために、本プロジェクトに

より高められた PICRC の技術的能力を活用し、本プロジェクトの対象州以外の州政府担当官等

を対象にしたワークショップの開催を JICA のフォローアップ協力として検討している。 
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付 属 資 料 

1. 調査日程 

2. 主要面談者リスト 

3. パラオ国際サンゴ礁センター組織図 

4. サンゴ礁保全専門官所感 

5. 協議議事録（M/M） 

6. 合同評価報告書および Annex 

 



 



 

調 査 日 程 
 

1 月 23 日（月）成田→グアム→パラオ （鈴木、尼子、宮崎、町田） 

 

1 月 24 日（火） 09h00 JICA 事務所打ち合わせ 

  10h00 国務省表敬・協議 

  11h00 日本国大使館表敬 

  13h30 PICRC 理事会 会長表敬・協議 

  14h15 PICRC 所長 表敬・協議 

  14h30 JICA 専門家インタビュー 

  16h00 PICRC 研究部長および教育広報担当課長打ち合わせ 

 

1 月 25 日（水） 09h00 合同評価委員打ち合わせ 

  10h00 Speaker, Mr.Noah Idechong との情報交換 

  11h00 Palau Conservation Society 情報収集 

14h00 Protected Area Network 情報収集 

15h00 Nature Conservancy Office 情報収集 

16h00 JICA 専門家インタビュー 

 

1 月 26 日（木） 08h30～ 団内打ち合わせ、合同評価報告書案作成 

  09h30 JICA 専門家インタビュー（町田） 

  17h00 PICRC 配属青年海外協力隊情報収集 

  成田→グアム→パラオ （木村） 

 

1 月 27 日（金）08h00～ 現地調査（Ngardmau） 

        16h00 Pan FUND 情報収集 

 

1 月 28 日（土）  団内打ち合わせ、合同評価報告書案作成 

 

1 月 29 日（日）  団内打ち合わせ、合同評価報告書案作成 

 

1 月 30 日（月）09h00 合同評価委員会 

 

1 月 31 日（火） 09h30 合同調整委員会、団内打ち合わせ 

 

2 月 1 日（水）10h00    大使館報告、JICA 事務所打ち合わせ 

 

2 月 2 日（木）【帰国】 

付属資料1
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主要面談者リスト 
 

 

貞岡 義幸  在パラオ日本国大使館特命全権大使 

安沢 隆男       在パラオ日本国大使館 参事官 

林  直子  在パラオ日本国大使館 専門調査員 

 

 

Victor M.Yano  Minister of State 

Patrick U, Tellei Chairman, Board of Directors, President of Palau Community College 

Sandra S. Pierantozzi Interim CEO, PICRC 

Yimnang Golbuu  Chief Researcher, PICRC 

Carol Emaurois  Education Director, PICRC 

Mr. Noah Idechong Speaker, the House of Representative 

Elbuchel Sadang  Executive Director, Palau Conservation Society 

Joe Aitaro  National Coordinator, Palau-Protected Areas Network 

Umiich Sengebau  Deputy Director of Conservation, Micronesia Program, Nature 

Conservancy Office 

Akiko Sugiyama  Governor, Ngardmau 

Tutii Chilton  PAN Fund Board Chairman 

 

 

中谷 誠治  チーフアドバイザー、JICA プロジェクト 

松本 節子  業務調整、JICA プロジェクト 

佐藤 宗範  PICRC 配属青年海外協力隊員 

付属資料2
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パラオ国「サンゴ礁モニタリング能力向上プロジェクト」終了時評価調査 

調査団員所感（環境省 サンゴ礁保全専門官 尼子直輝） 

 

１． PICRC の活動 

パラオ国際サンゴ礁センター（PICRC）は、本プロジェクトの上位目標（「PICRC

の技術的能力がミクロネシア・チャレンジ（MC）参加国・地域において活用される」）

の達成に資する活動を続けており、モニタリング手法の標準化が進みつつある。しか

し、PICRC が広めているモニタリング手法は、パラオ国内では PAN（Protected Area 

Network）のモニタリングプロトコルとして正式に位置付けられそうであることに対

し、他国ではモニタリング自体への理解が低いとも聞く。パラオ国の一機関である

PICRC に対し、MC 参加国・地域全体への効果波及を期待するのは、野心的な目標で

あり、PICRC はその中で期待に応えていると評価できる。 

パラオ国内では、PICRC 職員が州職員に対しサンゴ礁モニタリングの手法を教えて

いるが、実際の調査の際は州職員に PICRC 職員が同行している。サンゴの専門家では

ない州職員を研修によりモニタリング実施者にした実績を評価したいが、そもそも人

口２万人のパラオが 16 の州に分けられ、海洋保護区が州により管理されている点は作

業量を増やす原因となりそうである。他方、海洋保護区（MPA）の設置が住民の希望

に沿ってボトムアップ方式で行われる点は、地域住民の MPA への理解につながってい

るようである。 

MPA の効果の評価も行われており、日本よりも進んだ取組がなされている点は、日

本も見習いたい。 

 

２． PICRC の運営体制 

現 CEO のリーダーシップの下、効率的な運営ができるよう改善が行われているよ

うである。また、パラオ国の閣僚、閣僚経験者、有力者等が PICRC の運営にも理事な

どの立場で関わっており、自然保護 NGO とも密接な連携が取られていることは、

PICRC のこれまでの運営の成功を示すものと考えられる。 

現 CEO から指摘があったが、PICRC に会計の知識を持つ人材が必要（現在の組織

表では Accounting Officer が空席になっている）。研究部門、教育部門も人員が少ない

中で多くの仕事を持っており、空席となっているポジションをどう埋めるのか、人件

費も考慮に入れつつ、検討が必要。 

また、PICRC には米国 NOAA によって GCRMN のノードコーディネーターのポジ

ションが用意されていたが、現在は NOAA 資金がなくなりポジションも無いとのこと。

実質的には現在の研究部門が GCRMN の対応をしているようであるが、東アジアノー

ドにおけるコーディネーションのあり方も参考にし、PICRC における GCRMN への

関与について、新体制となった GCRMN のコア・コーディネーション・チームと調整

付属資料4
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して欲しい。 

 

３． JICA プロジェクト終了後の PICRC の活動について 

PICRC の経営は本評価の対象外であるが、活動に悪影響を及ぼすことのないよう、

持続的な財源を確保することが望まれる。Green fee（パラオ出国時に外国人が支払う

もの）を財源とする PAN 資金の配分は PAN 資金の理事会により決定されるとのこと

であるが、MPA を管理する州政府に直接配布されるだけでなく、MPA におけるモニ

タリングを支援している PICRC に直接配布されることが可能か、PAN 資金理事会で

検討されることを望む。 

教育活動の中で、パラオの住民に対する普及啓発は随分行われているとの印象を持

ったが、直接的にサンゴ礁を利用するダイビング業者やダイビング客に対し、海に入

る前に PICRC でパラオの海洋生態系に関する講習を行うなどすれば、ダイビング客の

満足度が高くなると同時に入場料収入も見込め、PICRC の知名度も上がると考える。 

現在パラオでは世界遺産への推薦がなされているところ、登録がなされれば、資源

の管理とともに観光客の管理も求められるため、PICRC を世界遺産の管理計画に関連

施設として位置づけ、資源調査（モニタリング）とともに、観光客に対する講習を PICRC

で担うなどの役割を果たすことができると考える。遺産登録の暁には、そのための体

制の強化と合わせ、検討を望む。 
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